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〈論 説〉

原価主義会計の限界事象
一一物々交換の説明を巡って一

岡 村 勝 義
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1.問 題 の所在

「変則性(anomaly)Vr気 付 くこ とが,新 し い 種 類 の 現 象 に一つ の役 割を演ず

るとす るなら,そ の変 則性 を よ り深 く認 識す る ことが,理 論 の変 革 へ の前 提 と
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なることは当然であろう」1),と クーン(Th・m鈴S .Kuhn)は 述べ る。伝統的な

原価蟻 会纏 論が仮にクーンの言 う 「パラダイム」に相当するとすれば
,非

貨幣財(非 貨犠 産澗 の交換である伽 交換と
,非 貨幣財の___.方的な驚 であ

って,通 常,贈 与あるいは無償取得と呼ぼれる不完全交換2)は
,そ の枠組の中

にあってまさしく___.つの変則性を繊 するであろ う
.な ぜなら,こ れ らの交換

は,原 価主義会計理論では例外的な事象ないしは事例とされ ることがあるから

である。

「現行会計ではi取 引の99%以 上 が歴史的原価に も とついて記録されてい

る」3)とい う現実認識に立てば,い わゆる 「公正価値(fairvalue)」 を評価の基

礎として会計処理を行 うことのある物々交換または不完全交換は生起する頻度

が小さく・その意味では・他の市場交換に比して簸 ではないとい うことセこな

ろう。 このような考}方 によるならば,そ れらの交換は原価主義会計理論の再

検討あるいはその理論の変革を迫 るほどには重要な例外的事象でない
,と する

一つの消極的娠 拠づけがそ紡 の交換の会計に対し
て与妨 れることになる。

しかし・物々交換または不完全交換を例外的事象として会計理論を構成する

ことに対して,こ れを 「例外無視法による理論構成法」4)と名づけ
,新 しい 「交

換」概念に依拠して物々交換および不完全交換をも包摂しうる会計の一般理論

を構築 しようとする試みもある5)。 かかる見解では,例 外的事象とされる物々

交換または不完全交換は,そ の生起の頻度の大小に係わ りなく
,原 価主義会計

理論の再検討ないし変革を迫るほどに重要であると認識され
,そ うした交換の

存在がより包括的な会計理論の構築に向かわせる__..つの契機 とな
っている。

他方,原 価主義会計理論の基礎的概念たる取得原価概念の再検討を通じて
,

例外的事象 とされる物h交 換または不完全交換をかかる会計理論の中で説明す

るsと い う試みがすでにある6)。 また,不 完全交換についての説明は措 くとし

て もs物々交換を原価主義会計理論の枠組の中で
s見 して矛盾のないような仕

方で説明している論者 もいる7)。 このようなことは,そ れらの交換が原価主義

会計理論の枠組内では説明のし}な い例外的な事象であるとする帰結を導 く仮

説は,未 だ検討の余地が充分にあることを示している。さらには,こ うした幾
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つかの見解の存在は,物 々交換または不完全交換が原価主義会計理論の説明不

能の事象であるのか否かについて,納 得するに足るだけの検討が充分になされ

ているとは言いaな い,と い うことを示唆する。そ うであれば,新 しい会計理

論の構築に直ちに向か う前に,伝 統的な原価主義会計理論の枠組に依拠して,

その枠組の中で,物 校 撫 たは不完全交換を どこまで翻 しうるかを改めて

検討し,そ の説明についてはさらT,rYvどのような問題が生ずるかを明らか〉,rする

必要があろ う。

差し当た り本論文では,物 々交換のみを考察の対象 とす るが,原 価主義会計

理論の枠組内でのかかる交換の説明可能性の検討を行 うにあたっては,こ こで

の載 枠 とな りうる原価議 会計理論の内容を,と りわけ取得原価概念および

実現馳 の二つの基灘 概創 こ係わらしめて予瑚 らかにしておくこと鮪 用

であろう。 とい うのは,原 価主義会計理論の二つの基礎的概念,す なわち市場

交換に係わらしめた取得原価概念および実現概念の解釈が物校 換の説明に特

に関係を持って くるからである。ここで準拠枠 とす る原価主義会計理論の手掛

か りを井尻雄士および森田哲彌の両説に求めることにする。井尻'森 田の両説

における原価主義会計の理論が簡明であるばか りでな く,物 々交換に関する解

釈が両者において異なっているからでもある。

1)ThomasS.Kuhn,TheStructureofScientificRevolution,lnternationalEncp-

clopediaofUnifiedScience,Secondenlargededition(Chicago,lllinois:University

ofChicag。,1970),P.67.中 山 茂 訳r科 学 革 命 の 構 造 』(み す ず 書 房1971年)・75

頁.ク_ソ は こ の 版 の 禰 こお い て 「・号ラ ダ イ ム(paradigm)」 に 代 え て 「専 門 母

体(di、ciplina・ymat・ix)」 な る 語 を 提 案 し て い る(P・ ・82・ 訳 書20頂 ・)・ ク ー ソ の

見 解 の 会 計 領 域 へ の 適 用 に つ い て は,例 え ば 次 の も の 鯵 照 ・M・C・Wells・"A

R,v。1uti。ninAcc。untingTh・ught?,"TheAccountingReuiew・V・1・LI,N・ ・3

(Julyr・976),PP、47・-82.;Pau1Dan・ ・,"ARev・luti・ninAcc・untingTh・ught?:A

Comment,"TheAccountingReview,Vol.LII,No.3(July1977),pp.746-47.;M.

C.Wells,"ARevolutioninAccountingThought?:AReply,"TheAccounting

Review,Vol.LII,No.3(JulyX977},pp.748-50.

2)不 完 全 交 換 に は,企 業 持 分 所 有 者 間 お よ び 企 業 持 分 所 有 者 以 外 の 老 と の 間 の 寄 贈

(貨 幣 財 ・非 貨 幣 財 の 一 方 的 減 少)ま た セ綬 贈(貨 幣 財 ・非 貨 幣 財 の 一 方 的 増 力口)が
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あ る・ こ こでは ・企業 持分所儲 以外 の者 と の 間 の受 贈(非 貨 幣財の一 方的増加)

のみ を想 定 してい る。

3)井 尻雄 士r会 計測定 の理論』(東 洋経 済新報社1976年)
f136頁 。

4)田 中鰍 「交 換鵬 の派生 雌 格」r産 業纏 』 第44翻 ・号(脳 年)
,頭 。

5)同 論文・1-・・頁・;Sig・t・uguTanaka ・TheStructureofAccountingLanguage

(Tokyo・Chu・University・1982)・;田 帳 次r会 計G造 』(税 撫 鵬 会1986年)
。6)本稿 第

N節 参照。

7)本 稿第 皿 ・W節 参照 。

H・ 準拠枠としての原価主義会計理論

1.井 尻 説

井尻は,「 歴 史 的 原価 原 則 とい う特 定 の 側面に焦点を当てた現実の抽象(
ab-

stracti。n・freality)」1)たる 「歴史 的 原価 会 計 モ デル」2)によ
って現 行 会 計を 記述 し

説 明す る。かか るモデルは,「 主 体 の 目標 は 本質 的 には そ の支配下にあ る貨幣

的財産を増殖す る ことにある」3)あるいは 「企 業は 現金 か ら始 ま り現金にて終 る

循環(cash-to-cashcycle)を 繰 り返す」4)とい う現 実 認識 に依 拠 して形成 され てい

る。 この よ うに認識 され る現実を会計モデルに読み込む とき
,歴 史 的原 価 は鍵

概念 あ るい は原 子 的概念(at。mzeconcept)と し て位 置 づけ られ る
。

歴史 的 原価 会計モデルを規定す る 「歴史的原価原則の もとでは
,貨 幣が犠 牲

に され るや 否や(獲 得 された財の)価 額 が決 定 され
,そ の価 額 が 交換 の連鎖 を 通

じて財 から財へ と移転 し・ これはその財が貨幣 と交5'/yる まで続 き
,こ の貨

幣 との交 換 の時点 で利 得 または損失が決定され る。」5)

この モデル に お い て は・ 貨 幣が 「交換の基本財」6)また は 「基 本 的 な交 換手

段」7)で あ り・ 貨 幣財 の クラス の数量 測度が価値測度 とされ る8)
.こ のた めに,

交 換 にお い て生 ず る貨幣財 の価 額決定規則 として,貨 幣財 の価 額 は その数 量 に

常 に等 しい とい う 「貨幣財(基 本財)規 則」 が 導出 され る こ とにな る9)
。

貨 幣財 〔現 金 また は未 来 消極 現金(支 払債務)〕 を犠 牲 に し
,非 貨幣 財 を獲 得

す る貨 幣財 ・非 貨 幣財間の市場 交換(以 下,「購買交換」 と言 う)に おい てはs犠

牲 とな る貨 幣財 の価額 は 貨幣財 規則によって独 自に決定 され
,そ して,そ れ が
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価値測度 となるので,獲 得した非貨幣財の価額はかかる貨幣財の価額を基礎に

して決定される。 このようにして決定され る非貨幣財の価額は歴史的原価 と呼

ぽれるが,か かる歴史的原価は,「 もし増分が非基本財(非 貨幣財)で ある場合

は,増 分の価額を減分の価額に等しいと置 く」1。)とい う 「価額帰属規則」11)によ

って決定され る。すなわち,歴 史的原価概念は価額帰属規則を内包するのであ

る。 この規則に従 う 「歴史的原価は,過 去において投下された現金で・回収の

ために待機している現金(未 回収の投資)を 示すと解釈され る。」12)

他方,井 尻は,「 歴史的原価による利益を決定す る場合,実 現原則(realization

principle)が決定的な役割を演ず る」13)としs実 現原則について以下のような三

つの要件を挙げる。(1)利益は分配可能であるぺきであ り,そ のために,利 益は

貨幣 〔現金または未 来積極現金(受 取債権)〕が獲得されたときにのみ認識され

るべぎであ る。(2)売手の義務履行(perf・rmance)(財 貨または用役の引渡)が 完了

したかあるいは実質的に完了していなけれぽならない。(3)現金から始まり現金

にて終る循環の完了についての不確実性が実質的に減少していなけれぽならな

い14)o

歴史的原価会計モデルにおける利益決定に重要な役割を演ずるとされる実現

原則は,利 益決定を行わしめる交換は.端 的には.非 貨幣財を犠牲にし,貨 幣

財(現 金または受取債権)を 獲得する貨幣財 ・非貨幣財間 の市場交換(以 下・「販

売交換」と言う)で なけれぽならない ことを要請する。 とい うのは・実現原則に

ついて井尻が挙げ る第一の要件は,現 金または受取債権なる貨幣財の獲得が可

能 となる市場交換,第 二の要件は,財 貨などの非貨幣財の犠牲ないし引渡が行

われる市場交換を要求するか らである(第 三の要件は獲得した貨幣財に対する付加

的制約条件となる)15)。この よ うにs実 現原則によって利益決定を行 うぺき交換

が実質的に販売交換に限定されるのは,か かる交換で獲得した貨幣財の価額が・

回収のために待機していた非貨幣財への資金投噸 の回瀬 と・その回収額を

超過する回収剰余額 とから構成されているfと 解釈するからである。

このことから,販 売交換において犠牲 となる非貨幣財への資金投下額を識別

するために,「 価額配賦規則」16)が定式化される。すなわち,「 交換前における
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各 クラスの財の価額轍 量の比で交撫 こよって灘 する財 と残存する財 とに案

分する・各 クラスにつき講 された流出する財の価額の総計を減分の価額 とす

る・各 クラスの財の価額を流出する財に配賦された額だ臓 少させる
.」(この

規聡 生産過程硯 られる非tの 移転(内 鮫 換)に も翻 される
.)・7)これは,

実現原則の第二の要件を価額決定規則として具現させたものである
。

他方i売 交換において灘 となる夢ド貨幣財への資鍛 噸 の回収額と回収

剰纈(利 益額)と を決定するために,「 噸 比轍 則」18)が定式化 される.す

なわち・「もし増分が基本財(現 金また綬 取r=る 難 財)で ある場合には増

分の価額から減分の畷(鮒 となった非貨幣貝オへの飴 投瀬 を劾 す価額)を 差

し引いたものを価値増減額(損 益額)と して計算する
。」19)この場合,獲 得した

基本財または貨幣財の価額が貨幣財搬 りによって独自に決定されていることセま

言 うまでもない・かか る価額比鞭 貝f1は,実現原則の第一の要件を価額決定規

則として具現させたものである。

井尻にあっては,実 現原則の二つの要件を体現した価額配賦規則 と価額比較

規則 とによって・販売交換において犠牲 となった非貨幣財への資金投下額の回

収および回欄 余の獲顯 が示される.購 買交撫 こおいては獲得した非貨幣財

の価額は価額帰属規則を内包する歴史的原価概念によ
って決定され,ま た この

価額を基礎にして価額配賦規則を通 じて販売交撫 こおける犠牲非貨幣財の鷹

激 定される・こ暢 合議 牲非貨幣財の価額は販売交換において回収される
s

かかる財への資金投下額を示す。か くて,井 尻の説 く歴史的原価会計モデルはs

そのモデルの価額決定規則系からはs基 本的には価額帰属規則よ り出発して,

価額醐 規則を経て価額比鞭 則にて終るとい う鯵 を辿ることになる
.ま た,

このような価額決定規則を含む概念の関係に着目すれば
,歴 史的原価会計モデ

ルは,基 本的には歴史的原価概念 と実現概念 とによって構成されていることに

なる。

ここに注意すぺきはs歴 史的原価会計モデルの歴史的原価概念 と実現概念は
r

「企業は現金から始ま り現金に て終 る循環を繰 り返す」 とい う
,さ きに挙げた

現実認識を会計モデルに反映させ るよう位置づけられている
,と い うことであ
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[図1]

議 瀞 回撫u、

轍 鰍1踊礒}
薩三壷雇三三 璽
る.す なわち,現 金をもって始まる罷 蠣 買交概 して撒 し・そこi=史

的瓢 搬 〔(館 財規則一)価 舗 襯 貝凹〕を・ ま槻 金をもって終る擁 を

販売交換 として捕捉し,そ こに実現概念 〔価額配賦規則一鷹 比較規則(← 貨

幣財規則)〕を位置づける。

貨幣財.非 貨幣財間の暢 交換をこのよう礪 買交換 と;r交 換 とに二分

し2・),購買交撫 こ係わる歴史的原価概念踏 金投下を・款 販売交撫 こ係わる

実獺 念に投下資金の回収 ・回欄 余の獲得を期 させることの結果 それら

セこ基づいて轍 され る歴史的原価会計モ デルは・基本的には_..投 下ｺ・ 下

資金回収・回㈱ 余 」'一_`?r'を蹉 す鎌 瀕 を記録する諜 会計の 「記述モデル」

となる21)。換言すれぽ,企 業会計を資金投下,投 下資金回収 ・回収剰余獲得の

側面から翻 するこどが,か かる会計モデルの基本的 目的をなすと}よ う・

歴史的原価搬 と実獺 念は,こ のよう構 本湘 的を猷 するための手段的

役割を果たすのである.こ れ姻 式化すれば・井尻の厳 的原価会計モデルは

[図1]の ようになる。

しかしながら,井 尻の歴史的原価会計モデルについて問題がないわけではな

い.ペ イトン=リ トル トン(W.A.Pat・n・A・C・Litt1・t・n)はs収 益は騎 取引
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に基づいて 「顧客から受取った新い ・資産の鷹 によ
って測定され」22),「収益

は現金暖 領・受取債勧 るいはその他 噺 しい瀬 資産 に よ
って立謎 れ

るとき嘆 現する」23)と述べる
・さらセこs[益 喫 現について,「 法的な販売ま

た胴 様の過程による轍 」24)と「流動簸 の取得によ磁 定
」25)とい う二つの

テス トを示 し・かかるテス ト銃 足 したときセこ収益が記帳される
,と 説 く.す

なわち調 金'受 腋 鰍 どの瀬 鑓 の獲得を可能にする販売取引あ
るいは

販売交撫 こおいて ・`m.得したかかる資産の騒 によ
って収益が記帳 される.ま

た・二つのテス トの充足をもって収益を議 することが実現 と呼ば
れている。

かかる見解においては渓 現灘 セま記帳すべ き収益
Illの 決定に醸 関係する

ものとされているのであるが・井肋 実現馴 量まそのよう燗 係で撒 られ
て

いない・つま り・瓶 暢 合には
・実現原則 と収益価額の決定 との関係が稠

に付されているのである・また・ このためかs用 礁 の決定 と価鰍 定規則

との関係も明示されていない。

井尻の歴史的原価会計モデルにおいてセま雌 史的原鷹 念瞭 鍛 下の側面
s

実現原則眼 下飴 回収 ・回欄 趨 得の偵旺面を独自に体財 るものとして対

等に耀 づけられている・しかしなカrら
s投 下飴 回収 ・回欄 纈 得の側面

に特に注 目するならばsそ の中に}よ回収されるべき投下資金は何か
,あ るし、は

さら曜 んで・欧 のために待機する資金とは何かがすで儲 々裡に含まれ
て

いる・ 拷 えることもできる
・ このようセこ考劾 るとすれば渓 現概念鰹 史

的原価概念を包摂し・それを頬 的岐 配する関係鮪 し
,こ のためにs歴 史

的原価齢 は井尻によって鐵 念あるい壷ま原子的概念 として姻 づけられ
ては

いるものの・それはかかる会計モデルの中にあ
って副次的嬉 在を占めるセこす

ぎない・ と言い うることになろ う・このよう燗 題),rYti....意しつつ,次 に細 の

所説を考察することとする。

2.森 田説

森田は・「名瞭 本繍 説」26)の典型的な一形態 としての原価蟻 会計(騒)

(井尻の 歴 史的原価会計モデル」に相当する・以下,「原価蟻 会計理論」と言う)は ,
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「企業に投下された資本 の本質を貨幣そのものとしてとらえ,営 業活動を通じ

て貨幣 としての資本がどれだけその名 目量において増殖されたかを計算 ・確定

しよう・とす る利益計算体系」27)であ り,そ れも 「資産の原価評価を前提とする

利益計算体系」28)であるsと 説 く。

かかる会計理論において,取 得原価(井 尻のr歴 史的原価」と同じ。以下・「取

得原価」と言う)は 「資産の取得のために支出された貨幣の名目量」29)あるいは・

「資産の取得のために……犠牲にされた貨幣量」30)と定義されるが・ このような

取得原価の決定に関連して,森 田は次 の ように述べ る。「非貨幣資産の形をと

ってい る資本をい くらの貨幣 とみなすかの基準は……利益計算に関する特定の

見方,具 体的には,営 業活動を通じての資本の増減をs何 をメルクマー一ルとし

て認識するかについての考え方によってきまって くる。」31)

原価主義会計理論の利益計算はs森 田によれ ば次 の ようである。「取得した

非貨幣資産は,そ れが企業内に とどまる限 りaた とえ時価の変動があってもs

あるいは,よ り高い価格で販売できる可能性があっても,取 得原価に相当する

貨幣量を代表するものとみなし,貨 幣資本の増減を認識 しない。そして,そ れ

らが販売ないし売却を通じて現金またはその他の貨幣資産(井 尻の 「貨幣財」と

同じ)と 交換されたときに,初 めて当該資産が代表していた貨幣資本の消滅'

減少 と,受 け入れた資産が代表する貨幣資本の増加が認識され,そ の差額 とし

て,貨 幣資本の純増減(損 益)が 認識される。」32)

また,「 資本たる貨幣を自由な資金,自 由選択性資金 とみる」33)ときには,か

かる利益計算は次のように要約できよう。すなわち,自 由選択性資金たる貨幣

資本の投下によって,投 下された財にそれは拘束されるが・かかる貨幣資本が

消滅し,そ の対価として貨幣資産の形で自由選択性資金たる貨幣資本が流入す

るとき,拘 束されていた貨幣資本は自由選択性資金に転化 し,流 入した 自由選

択性資金たる貨幣資本と消滅した貨幣資本の差としてs貨 幣資本の増減すなわ

ち損益が認識され る34)。

これによれぽ,原 価主義会計理論における利益(損 失)の 認識は・①拘束さ

れていた 自由選択性資金たる貨幣資本の消滅,あ るいは拘束資金性の解除を示
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す非貨幣資産の引渡と,② 自由選択性資金たる貨幣資本の流入を示す現金また

は受取債権なる貨幣資産の受入,と い う二つの要件が充たされた ときに行われ

ることになる。 このような要件を内に含むのが実現主義(井 尻の 「実現原則」と

同じ)で ある35)。

実現主義の第一の要件は,非 貨幣財の引渡によって,そ れに投下され拘束さ

れていた自由選択性資金が流入した 自由選択性資金によって回収され
,拘 束性

が解かれることを要求する(井 尻の実現原則に関する第二の要件に相当する)
。 これ

は端的には,販 売交換における投下資金の回収を表わすが
,価 額決定規則との

関係からはsこ れは井尻の挙げる価額配賦規則を指示する。

他方,実 現主義の第二の要件はs非 貨幣財に拘 束されている投下資金の回収

のみならず・回収剰余 としての自由選択性資金(利 益)の 獲得が行われ ること

をも要請する(井 尻の実現原則に関する第一および第三の要件に相当する)36)
。 かか

る要件は・販売交換において流入した自由選択性資金たる現金または受取債権

なる貨幣資産の価額は,基 本的には,回 収のために待機している非貨幣資産へ

の資金投下額の回収額 と,そ の回収額を超過する回収剰余額 とから構成 されて

いる,と 見ることを前提とする。 このために
,そ のような回収額を超過する回

収剰余額が貨幣資本の純増加分として認識されるのである。これからすれば,

かかる第二の要件は・流入した自由選択性資金から拘束性を解かれた非貨幣資

産の自由選択性資金を差し引いた自由選択性資金超過分を利益 として把握する

ことを可能ならしめるだけでな く,こ れはまた,第 一の要件で求められる非貨

幣資産の資金拘束性の解除をもすでに包含しているのである。 このことは,価

額決定規則との関係からは,第 二の要件は井尻の挙げる価額比較規則を指示す

るが,か かる価額比較規則は価額配賦規則を実質的に包摂していることを示す

のである。

実現主義の第一の要件は交換において犠牲となる資産が非貨幣資産であるこ

と,ま た第二の要件は交換において獲得する資産が貨幣資産であることを要求

するので,こ れら二つの要件はまた,非 貨幣資産を犠牲にし,貨 幣資産を獲得

する販売交換においてのみ貨幣資本の増減(損 益)を 認識することを要請する
。
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しかも,第 二の要件によって,獲 得した貨幣資産は自由選択性資金たる現金ま

たは受取債権なる貨幣資産]JY制限されるので,こ れはさらに,交 換において獲

得される資産が自由選択性資金たる資産であるか否かを判定す る役割をも担っ

ていることになる。 このために,原 価主義会計理論の枠組の中では,販 売交換

すなわち損益の認識を可能ならしめる市場交換 として捕捉される交換は,犠 牲

にされる非貨幣資産の資金拘束性の解除を可能にするf自 由選択性資金たる現

金または受取債権なる貨幣資産が獲得され る交換に限定されるのである(次 頁

の[図3]参 照)。

このことは,詰 まる所,実 現主fの 果たす本質的な役割は,自 由選択性資金

たる貨幣が交換によって獲得されたか否かを判定することにある,と い うこと

を示す。なぜならば,交 撫 こよって自由選択性資金たる貨幣が獲得されない と

すれぽ,犠 牲となる非貨幣資産の資金拘束性の解除はな く,さ らには損益の認

識 も起こりxな いからである。販売交換において獲得した現金または受取債権

なる貨幣資産の価額を帰属させて収益の価額を決定 し記帳する(こ の価額決定

規則を 「収益価額決定規則」と呼ぶことにする),ペ イ トン=リ トル トン等の見解37)

は,獲 得した資産が自由選択性資金たる資産であるか否かの質的判定を行 う第

二の要件の,こ のような役割を特に明示 した ものと解釈しうる。したがって,

収益価額によって示される自由選択性資金たる貨幣資産によって,犠 牲となる

非貨幣資産の資金拘束性が解除され,か つまたそれを超過する自由選択性資金

が利益 として認識されることが予定されていることになる。すなわち,収 益価

額の決定に,原 価主義会計理論の利益計算の特徴が顕現しているのである。実

現主義が主たる価額決定規則として収益価額決定規則を内包する所以である。

この結果,実 現主義は操作的には収益価額決定規則で直接代表されることに

なるが,こ の規則はまたi価 額配賦規則と価額比較規則の両者を包摂するよう

作用することになる。実現主義のこのような価額決定規則に一意的に対応する

概念として,価 額配賦規則について配分概念,価 額比較規則について対応概念,

そして収益価額決定規則について実現概念を定立するならぽ,利 益計算に係 る

各規則および各概念の関係は,価 額配賦規則 〔配分概念〕→価額比較規則 〔対応
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概念〕←収益価額決定規則 〔実現概念〕sと い うように表わすことができる3B)。

また,販 売交換においては,収 益価額の決定を待って利益計算が行われること

からすれぽ,利 益計算上,収 益価額決定規則を内包する実現概念が最上位の位

置を占めtそ れは価額配賦規則または価額比較規則をそれぞれ内包す る配分概

念および対応概念を支配 ・制約する。すなわち,こ れは,企 業における貨幣資

本の循環過程の終点を投下資金の回収 ・投下資金回収剰余の獲得として捉える

とい う仮定ないし前提が,か かる実現概念に体現されているからにほかならな

い39)o

原価主義会計理論における利益計算を支配し制約するかかる実現概念はまた,

非貨幣資産の原価評価を強制する。とい うのはs非 貨幣資産に投下され,そ れ

に拘束された 自由選択性資金は,販 売交換によってそれが再び自由選択性資金

に転化しない限 り,拘 束性の解除はな く,自 由選択性資金の拘束の状態が持続

すると考えられるからである40)。

販売交換において犠牲となる非貨幣資産への資金投下額の回収額を識別する

ための価額配賦規則(配 分概念)は,販 売交換において回収 されるかかる資金

投下額を 「費用価額」 と呼ぶならばsそ れは 「費用価額決定規則」としての性

格を有することになる。このことはs他 方においては,販 売交換のために待機

している,あ るいは販売交換を経ない非貨幣資産はs自 由選択性資金が拘束さ

れている状態を示す資金投下額,す なわち 「未費用価額」で継続的に示される

ことを意味する。価額決定規則とそれらを内包する概念との関係を図式化すれ

ぽ,前 頁の[図2コ のようになる。

森田では,「 資産の取得のために支出された貨幣の名目量」あるいは 「資産

の取得のために……犠牲にされた貨幣量」 と定義される取得原価概念・また井

尻では,価 額帰属規則によって定義される取得原価概念は,投 下資金回収 ・回

収剰余獲得なる原価主義会計理論の基本的 目的を体現する実現概念とどのよう

な実質的な関係を持つ ことになるのであろうか。

森田は次のように述べる。「資産の取得原価は……当該資産 の取得 のために

支払われた貨幣量,あ るいは,犠 牲に供された貨幣量を意味すると解しうる。
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したがって,こ れらの資産が……取得原価で評価されるとい うことは
,資 産の

取得前に貨幣そのものの形で存在していた貨幣資本の量が,か かる資産の取得

によっても増減せず・ また,そ の資産が保有されているかぎ り増減しない と仮

定 していることを意味する。」41)これによれば,企 業における貨幣資本の循環過

程の始点を資金(貨 幣)の 投下 として捉え るiと い う原価主義会計理論の基本

的 目的の一面が取得原価概念に具現される。しかしながらi取 得原価概念につ

いての定義が,資 金投下,投 下資金回収 ・回収剰余獲得なる基本的 目的を有す

る原価主義会計理論の枠組の中で,い かなる実質的な意味を持っているか
,は

その定義 自体から明らかになっているわけではない。 このために,取 得原価概

念の実質的な意味は,「 利益計算に関する特定 の見方,具 体的 には,営 業活動

を通じての資本の増減をs何 をメル クマールとして認識するかについての考a.}h

方」によって賦与される,と 森田は考えることになるのである。

収益価額決定規則を内包す る実現概念は,犠 牲にされる非貨幣資産の資金拘

束性の解除を可能にする,自 由選択性資金たる現金または受取債権なる貨幣資

産が獲得される販売交換においてのみ,損 益としての貨幣資本の増減すなわち

自由選択性資金の増減を認識せしめる。 このような実現概念からすれぽ,販 売

交換において犠牲となる非貨幣資産に拘束されている資金は,当 該資産に対し

て投下された 自由選択性資金でなけれぽならない。 とい うのは
,非 貨幣資産の

資金拘束性の解除は基本的には,拘 束されている資金と同質にして同額ないし

はそれを超過する額の自由選択性資金が獲得されたときに起こるので,拘 束性

を解かれ回収されるべき資金は自由選択性資金としての貨幣でなければならな

い ことになるからである。

また実現概念は,自 由選択性資金を投下して非貨幣資産を獲得する購買交換

においては,自 由選択性資金としての貨幣の減少が実質的に起こらなかったと

みなす ことを要求する。なぜならぽ,実 現概念によれぽ,販 売交換において初

めて自由選択性資金の増減が認識され ることになるので,購 買交換において現

実に自由選択性資金としての貨幣が流出 ・減少1た としても,獲 得した非貨幣

資産がかかる自由選択性資金を代表するものとみなされ,自 由選択性資金の減
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少は実質的に起こらなかったとされ るか らである。「利益は購入過程で実現さ

れない」42)あるいは 「報告利益は取得の記録から生まれることがない」43),と言

われる所以である。

か くして,「 資産の取得のために支出された貨幣 の名 目量」 として定義され

る取得原価概念は,実 現概念を介して初めてその実質的な意味が賦与されるの

である。換言すれば,か かる取得原価概念は実現概念を前提にすることによっ

てのみ,原 価主義会計理論の枠組の中に位置づけられることになる。 このこと

は,取 得原価概念が原価主義会計理論の基本的 目的の資金投下の側面を体現す

る役割を担っているとはい},そ れは実現概念に よって実質的に支配 ・制約さ

れiか かる会計理論の中にあって副次的な存在を占めるにすぎない ことを示す。

翻って言えば,実 現概念は原価主i義会計理論において最 も重要な役割を果たし

ているのである44)。このような概念間の実質的な関係を図式化すれぽ,前 掲の

[図3]の ようになろ う。

原価主義会計理論の基本的 目的 とそれに対する会計諸概念 との関係をこのよ

うに捉えるとき,し かしながら,そ の体系に斉合しに くい幾つかの市場交換が

存在する。例}ば,交 換において獲得する財ないし資産と犠牲となる財ないし

資産とが非貨幣財(非 貨幣資産)で ある物々交換,あ るいは犠牲となる財ないし

資産が存在しない不完全交換がこれである。かかる交換が取得原価概念および

実現概念 との関係から,い かに解釈しうるかが原価主義会計理論の内在的な問

題 として提起されることになる。ここでは,物 々交換のみを考察の対象 として

検討を進める。

1}YujiIjiri,HistoricalCostAccountingandItsRationality,ResearchMonograph

No.1(Vancouver,BritishColumbia:CanadianCertifiedGeneralAccountants'

ResearchFoundation,1980),p.11.

2)Ibid.,p.10.

3)井 尻 雄 士,前 掲 書,94頁 。

4)YujiIjiri,op,cit.,p.49.

5)Ihid.,p.9.(括 弧 ・引 用 者)
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井 尻雄士,前 掲 書,111頁 。

同書,95頁 。

同書,112頁 。

同害,112頁 。井 尻雄 士r会 計測 定 の基 礎一数 学 的 ・経済 学的 ・行動学 的探 究一』

(東洋経済 新報社1968年),128頁 。

10)11)井 尻雄 士r会 計測定 の基礎』,132頁 。

12)YujiIjiri,op.cit.,p.83,

13)14)Ibid.,p.81.,pp.49-51,

15)第 三 の要 件に関 し,井 尻は 次の 例を挙げ てい る。「割賦販売 の 場 合 に は,分 配 可

能 な資産へ の転換 と売 手 の義 務履 行 とがすで に行わ れてい る として も,不 確実 性の

レベルが高 いた めに,利 益の認 識が 延期 され る。」(lbid.,p.50.)こ の よ うな例か ら

明 らか な よ うに,第 三 の要 件は獲得 した貨幣財(こ の例で は割賦売上債 権)の 流動

性 に関す る制約条 件 となってい る。

16)17)井 尻雄 士r会 計測 定 の基 礎i』,132頁 。r会 計測 定 の理 論』,113頁 。

18)19)井 尻雄士r会 計測定 の基礎 』,132頁 。(括 弧 ・引用者)

20)ス ター リソグ=フ ラバ テ ィー(RobertR.Sterling=RichardE.Flaherty)は 、次の

よ うに述べ てい る。CP交 換』は類概 念で あ り,そ の種概 念はr購 買(purchases)』 と

『販売(sales)』 で あ る。r販 売』は結果 的に利 得 または 収益 のr認 識 』あるい はP実

現』 となる。逆に,r購 買』は結果 的 にr原 価』 とな る。販売 で は い か な る原 価 も

生 じない し,購 買ではい かな る利 得 また は収益 も認め られ ない。 これ らの違 いが あ

るた めに,購 買 と販売 とに 区 分 す る こ とが会計 処理に おいて極め て重 要 とな る。」

(p.445.)こ の よ うに市場 に おけ る交換 を購 買交換 と販売交換 とに区分す る二 分法はr

ペ イ トソ=リ トル トンや井 尻 な ど多 くに見 ら れ る と し てい る
。(P.446.)〔Robext

R.SterlingandRichardE.Flaherty,``TheRoleofLiquidityi血ExchangeValua-

t1411,≫ThyAccountingRevaewrVoLXLVI,No.3(July1971)。 〕

21)井 尻は歴 史的 原価会計 モデルを会 計責任 の側面か ら捉 え る。 しか しなが ら,か か

る観点は,歴 史 的原価 会計 モ デルの基本 的 目的を 資金投下,投 下資金 回収 ・回収剰

余獲得 として捉 えて こそ意 味を持つ と考 え られ る。す なわ ち,会 計責任 鼠的はそ の

上位 目的 として位 置づ け る ことがで きる よ うに思え る。井尻 は この よ うな 目的間 の

関 係を 明 らかに していない。 井 尻の会 計責任 説につ いては,例 えば次 の もの を参 照 。

井 尻雄士 『会 計 測 定 の理 論』;YujiIjiri,HistoricalCostAccountingandIts

Rationality;井 尻雄士 「会 計 責 任 の問題」,同 志社大学会 計学 研究室編r会 計学 批

判』(中 央経 済社1975年)所 収,33-50頁 。 また,記 述 モデ ルに関 す る論述につ い

ては次の ものを参照 。井尻雄 士r会 計測 定 の理 論』,11-15頁 。

2Z)W.A.PatonandA.C.Littleton,AnIntroductiontoCorporateAccounting

Standards,MonographNo.3(Columbus,Ohio:AmericanAccountingAssociation ,
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1940},p.46.

23)24)25)Ibid.,p.49.

26)森 田 哲 彌r価 格 変 動 会 計 論 』(国 元 書 房1979年),45頁 。

27)同 書,48頁 。

28)同 書,49頁 。

29)同 書,50頁 。

30)同 書,51頁 。

31)同 書,48頁 。(括 弧 ・引 用 者)

32)同 書,52頁 。(括 弧 ・引 用 者)

33)同 書,58頁 。

34)同 書,61頁 。

同書,61-62頁 。35)

36)井 尻 が挙 げ る顛 原 則 の第 三 腰{牛,す な わ ち 「現 金 か ら始 ま 槻 金?,rて 終 る循

環 の 完 了 に つ い て の 不 確 実 性 が 実 質 的 に 減 少 し て い な け れ ば な らな い 」 に 相 当 す る

要 件 は,:°::お い て 購 に 挙 げ られ てい な い ・ か か 腰 件 は 細 に お い て 聯 二

の要 件 に 含 め られ る.例 え ば,割 臓 上 債 権 は 「少 な く と も近 い ㈱ こお い て 何 セこ

で も使 用 で き る資 金 で は な い ので,そ の 受 入 は 実 現 の 要 件 を み た さな い とみ る ぺ き

で あ る 」(同 書,62頁 。)と 述 べ て,そ れ は 第 二 の 要 件 を 充 た す 自 由選 択 性 資 金 た る

貨 幣 資 本 の 流 入 で は な い とす る の で あ る 。

3?)W.A.PatonandA.C.Littleton,op.cit.,p.49.;EldonS.Hendriksen,Account-

ingTheory,FourthEd.(Homewood,lllinois:RichardD.lrwin.,19$2},p.175.

38)価 鰍 定 規 則 と会 計 齢 との 関 係 セこつ い て は ・ 以 下 の もの で 詳 述 し て い る ・ 岡 村

臓 「瓢 蟻 会 計 に お け る鷹 決 定 規 貝t」の 意 味 一 貨.,;非 貨 幣 財 問交.tirこ関 す

る 価 鰍 糊 則 を 中 心 と して 一 」r離 諜 』(神 奈 川 大 学)第 ・9巻第3号(1984年)s

165-202頁 。

39)森 田 哲 彌,前 掲 書,64頁 。

4。)曙,6・-6頂.ま た 次 の もの も参 照 ・ReedK.St・ ・ey・MatchingRevenueswith

σ。StS(N,wY。rk・Am・P・ess,・978),P・52・;ReedK・St・rey,"R・v・nueReatiza'

tion,GoingConcernandMeasurementoflncome,"TheAccountingReview,Vol.

XXXIV,N。,2(Ap・il・959),P.237.;AntherL.Th・mas・RevenueRecognition,

MichiganBusinessReportNo.49(AnnArbox,Michigan:UniversityofMichigan,

1966),pp.13-14.

41)同 書,51頁 。

42)W.A.Pat・nandA.C.Littl・t・n,・p・cit.,p.29.彼 らは 次 の よ うに 述べ て い る ・

「利 益 蠣 入 過 程 で 顛 され る こaま な い ・ とい うの は 講 入 過 程 は 収 益 を 生 み 出

す べ く計 画 され た 努 力 の 過 程(program・)の 第 一 段階)/YY¥...すぎ な い か らで あ る 。」
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43)Eld。nS.H・ndriksen,op,eit .,p.342・ 彼 は 次 の よ うに 述 べ て い る
.「 報 告 利 益 は

取 得 の 記 録 か ら生 まれ る こ とが な い とい う一 般 的 規 則 を 会 計 士 が 固 守 し て い る こ と

は,当 を 得 て い る。」

44)ReedK.Storey,MatchingRevenueswithCosts
,p.55.;ReedK.Storey,"Revenue

Realization,GoingConcernandMeasurementofZncome
,"p.238.;ArtherL.

Thomas,op,cit.,p・ ・5・ ト マ ス存欺 の よ うに 述 べ て い る
.「 実 現 の ル ー ル は,財 務

会 計 に お い て 最 も重 要 な 唯 一 の 要 素 で あ る と言 っ て も過 言で は な い
。」

皿.物 々交換の会計に関する諸説

非貨幣財(非 貨幣資産)を 犠牲にし,非 貨幣財を獲得する市場交換は
,物 々交

i換(barter),非 貨幣交換(n・nm。netaryexchange),非 貨幣財交換(exchange。fn・n.

monetaryresources)な どと呼ばれる。

井尻は物々交換について・「大多数の取引は歴史的原価原則の もとで記録さ

れているが・現行会計実務はかかる原則に厳格に基づいていない。低価法,非

貨幣財交換・贈与資産等は例外となる」1)と述べ,「(非 貨幣財交換では)あ たかも
,

原材料が完成品へ と転換される生産過程で,移 転が起 こっているように,犠 牲

財の帳簿価額(pricetag)が 獲得財に移転 されるにすぎない」2)とする。

すなわち,物 々交換は外部当事者との市場交換であるもののi購 買交換と販

売交換 とに二分する市場交換の区分法に基づ くならば,物 々交換はそのいずれ

にも属さない交換であるとみなされる。 このためにsそ れは原価主義会計理論

においては例外的な交換あるいは例外的事象をなす と解釈され
,そ して物々交

換は生産過程に見られる非貨幣財の移転すなわち内部交換の如 くみなされる
。

この結果,物 々交換において獲得する非貨幣財は,価 額配賦規則に基づいて犠

牲 となる非貨幣財の帳簿価額によって評価され ることになる。物々交換に関す

るかかる解釈を 「内部交換説」 と呼ぶことにす る3)。

森田は・実現主義の要件の0つ 一一 自由選択性資金たる性質を持つ貨幣資本

の流入を示す現金または受取債権なる資産の受入一一に係わらしめて物々交換

について次のように述べる。「対価 として棚卸資産や固定資産を受け入れるのは
,

その企業がこれらの資産を求めている場合が多いはずである。 とすれぽ,そ こ
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では,報 上泊 由選択性醗 である現金の受領 と・ 舳 選択の結果行なわれ

たそれの棚卸鯉 や固定資産への投資 とし・うプ碗 ス臆 嚇 れていると解し

うるのであって,受 順 産醐 獺 産姻 顧 産であるカ・らといって実現.;

件をみたさないと考えるのは妥当ではない。」4)

かかる見解によれば,物hは 「自蝿 択性飴 であ槻 金の受領」をも

妨 す7G交 換 と,「(受領し槻 金の)棚 缶噴 産や固定醒 への投資」を行 う購

買交換 との連続し結合した交撫 ある,と 解釈される・原価蟻 会計理論にお

いては講 買交換と販売交換とに二分される楊 交._5'%:_が採 られるために・か

かる購 では,物 校 換の市場交換たる性質セこ潮 レ しか 源 価主義会計理

論の理論斉誰 を保持するために,そ 浦 騎 交換 と纈 交換 と紛 解して解

釈されるのである。

評価 こ係らしめて述べれば議 牲 と脚 ド貨幣財(灘 資産)は ・その 「公正

塒 価 すなわち販売価灘 たは売塒 価」5)にて売却されyそ のときに売却損

益を講 レ しかる後に涜 却によって獲得した とみなされる貨幣を灘 にし

噺 たな非貨幣財(受 讃 産)簸 得した とみなす ので・受讃 産醸 渡縫

の公正な売却時価によって評価されることになる6)・この結果・かかる物校

換の解釈は諏 得原価概念に対してのみならず・ 自蝿 択性資金たる願 を持

つ資産の受入を一要件 とする実現搬 こ対しても齪朧 きたさないと教 られ

るので,物 々交換は原価主義会計理論の枠組内での説明可能事象とされ ること

になる0

このような解釈を物々交換のすべてにわたって行 う者として,例 えぽペイ ト

ソ.リ トル トソを挙げることができる。彼らは次のように述べている。「現金以

外の財産が取引における対価である場合に1ま・実際の現金原価の理想的な尺度

は,そ の財産がまず現金噸 接轍 された とすれば・それによって実現される

であろ う貨鞭 である.… …それ拠,伽 交撫 こよっ磯 得する購 たは用

役の原価は,交 換で引渡 される..た は用役の現金販売価徹 劾 す貨鞭 で

ある.こ れは,交 換で引渡され るもの力製 品(財 または用役)・使用設備あるい

はその他の財であろ うと,そ れに係わ りな く妥当する◎」7吻 校 換のすべてを
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販売交換 と購買交換との連続 し結合 した交換 として解釈する,か かる見解を

「結合交換説」 と呼ぶ ことにする8)。

しかしながら・森田は物h交 換のすべてについてこのような解釈を採るわけ

ではない。かかる解釈は 「譲渡資産が販売財や有価証券の場合には特に合理的

である」9)もののt同 種資産間の交換の場合には,そ の解釈は適合しない とする

からである。すなわち,「 同種資産の交換の場合の ご とくs拘 束されていた資

本の流動化 とい う過程を認めえないような場合には,損 益の実現はない と解す

べきである」10)とする。「この場合には,受 け入れた資産は,引 き渡した財の帳

簿価額で評価される」11)ことになる。

同種資産間の物々交換につ いて このように解釈するのは,「 譲渡資産 と受入

資産は会計上同一視することができること,つ まり譲渡資産 と受入資産の間の

連続性あるいは継続性を仮定 し,実質的には取引がなかったように考えうる」12)

か らである。このために,譲 渡資産に対する資金拘束性は解除されずに,そ れ

がそのまま受入資産に引き継がれてゆくと解され ることになる。受入資産の価

額を引渡資産の帳簿価額に基づいて決定するのはs実 は,こ の点を表わすので

ある。換言すれば,同 種資産間の物々交換は販売交換と購買交換との連続した

結合交換 とは解釈しえずiこ の結果,か かる物々交換は実現主義の...._.要件であ

る自由選択性資金たる性質を持つ資産の受入を充たさないと解されるのである。

同種資産間の物h交 換における受入資産の価額決定の仕方は,結 果的には井尻

の内部交換説と一致するので,物 々交換に関する森田の解釈を 「結合交換 ・内

部交換説」 と呼んでお くことにする。

これによって,物h交 換に関する解釈について,一 方の極に内部交換説,他

方の極に結合交i換説,そ してその中間に結合交換 ・内部交換説が存在 しうるこ

とが明らかとなる(次 頁の 〔表1〕 参照)。 しかし,こ こに注意すべきは,結 合交

換 ・内部交換説を採る森田にあっては,引 渡資産の帳簿価額に基づいて受入資

産の価額決定を行 う同種資産間の物々交換は必ず しも井尻のように例外的事象

とされているわけではない,と い うことである。別言すれば,か かる同種資産

交換の解釈は,物 々交換の市場交換たる性質をその解釈といか),r斉合させるか
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[表1]

内部交換説 嘆 簸 換'内部
結合交換説

物々交換の解釈 内部交換

犠徽 幣財の価 陣 財の繭 額

→内部交換

結合交換←
一販売交換

1一購買交換

換

換

交

交

換

売

買

交

販

購

合

　[

結

犠牲財の公正な売
却時価(販売価値)

は措 くとしても,そ れ以外の物々交換の解釈 と同様に,実 現主義 と齪齢をきた

す ものではない とい うことでは,同 種資産交換も原価主義会計理論の枠組内で

矛盾な く説明されているようである。

結合交換 ・内部交換説は,我 が国の 「連続意見書第三 有形固定資産の減価

償却について」13)のみならずs1973年 にアメリカ公認会計士協会の会計原則審

議会(APB)が 公表し臆 見書第29号(以 下,「オピニオソ29号」と呼ぶ)14)セこおい

ても採られている通説的な見解である。結合交換 ・内部交換説では,内 部交換

説を適用する同種資産交換を原価主義会計理論の中でいかに解釈するかで違い

が生まれるが,そ の点に関す るオ ピニオソ29号 の解釈は森田のそれと必ずしも

同じではない。詰まる所,市 場交i換を購買交換 と販売交換 とに二分す る原価主

義会計理論の中にあってtと りわけ市場交換たる性質を持つ同種資産交換をそ

の理論の中でいかに解釈するか,が 内部交換説 との関係から特に問題 となる。

このような問題を留意しつつs次 に,オ ピニオソ29号 の物々交換の会計を取得

原価概念 と実現概念に係わらしめながら考察することにする。

ここに付言すべきことは,こ こで挙げた物々交換に関する見解のほかに,受

入資産の公正なる市場価額に基づいて受入資産の価額を決定するという見解が

存在する,と い うことである。かかる見解は・取得原価をどのように捉えるか

の分析を出発点にして,原 価主義会計理論の枠組内での物h交 換の説明を試み

る。次節では,オ ピニオソ29号 の依拠する取得原価概念の分析が行われるので,

それ との関係から,か かる見解についても次節で併せ検討することとする。
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1)YujiIjiri,op.cit.,p.77.

2)Ibid.,P.12.(括 弧 ・引用 者)

3)こ の よ うな見解 を採 る者 として,井 尻以 外に例えば次 の老を挙 げ る ことがで きる
。

N・・manエL・nhartandPhilipL・D・flie・e ,Montg・mery'sAuditing,EighthEd.

(NewYork:TheR。naldPressCo.,1957),p.244.彼 らは次の よ うに述べ てい る
。

「ある財産が他 の財産 と交 換 に取 得 さ れ る 場合 には
,受 入財産を 譲渡財 産の帳簿価

額(carryingamount)で 記録す るのが 健全な実 務で ある 。」

4)5)森 田哲 彌,前 掲書,62頁 。

6)森 田哲彌 「資 産評価」,黒 澤清 ・阪本 安0・ 久保 田音二郎監修r会 計ハ ソ ドブ
ッ

ク』(中 央経済 社1976年)所 収,188頁 。 森 田は
,原 価主義(実 現主 義)に 関係 させ

て次 の よ うに述ぺ る。「この見解(こ こで 〈結 合 交 換説〉 と呼ぶ もの)は
,受 入 資

産 を取 得す るた めに犠 牲に供 した もの の貨幣相 当額をそ の取 得原 価 とす る とい う点

で,支 出額 を基 準 とす る考え方 に通 じる といえ る
。」(188-89頁 。括弧 ・引用 者)

7)W.A.PatonandA.C.Littleton,op.cit. ,p.27.

8)以 下 の もの も参照。EldonS.Hendriksen ,op.cit.,P.349.;MauriceMoonitzand

LouisH.Jordan,Accounting--AnAnalysisofltsProblems-一
,RevisedEd.,Vol.

1(NewYork:Holt,RinehartandWinston ,InG.,1963),p.361.ム ー一イッッ富ジ

ョー ダソは以 下の よ うに述 べ て い る。 「……その取 引(物 々交換 ・引用者)を
,旧

い ものをそ の公 正市場価 値で売却 した として処理 し,当 該取 引に おけ る利得 または

損失を 認識 し,続 いて新 しい もの をその公 正価値で購 入す る とし て処 理で きる
。か

か る交換が真 の 『等価交 換(eve皿trade)』 で ある とすれば(ま た
rこ れが通 常 の仮

定で あ る),二 つ の公正価値 は 同一 とな ろ う。」 またペ イ トソは別 の論文 で次 の よ う

に述べ てい る。 「原 価の適 切な尺度 は,資 産 を 取得す る当事 者に よって支 払われ る

現金総 額であ る。 もし も使用 され る手段(支 払 手段)が 現金 以外 の財産で あ る とす

れ ば,譲 渡 され る財産 の公正 な市場価 値が取得 され る財産 の原価を表わす
。 ……す

べ ての直接 的な交換 においてはsそ の取 引は次 の二つ の段 階を一 つに ま とめた もの

として考え られ る ことにな るはず であ る。すなわ ち,(1醸 渡す る資源を 当該 資源 の

公正 な市場価値 に相 当す る金額で 現金に転換 す る こと,(2)希 望 の資源を獲 得す るた

めに・ 受領 した とみな され る現金 を利用す る こと。」 〔W.A,Paton,・Costand

ValueinAccounting,"inPatononAccounting(AnnArbor
,Michigan:University

ofMichigan,1.964),p.482.]

9)森 田哲彌,前 掲 論文,188頁 。

10)11)森 田哲彌,前 掲 書,62頁 。同種 資産 の 交換 とし ては,棚 卸資産 間 の交換 と固

定 資産問 の交換 が考 え られ ている よ うで あ る。

12)森 田哲彌,前 掲論文,188頁 。

13)「 連 続意 見書 第三 有形 固定 資産の減価償 却 について」で は
,「 自己所 有の固定 資
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産 と交 換 に 固定 資 産 を 取 得 した 場 合 に は,交 換 に 供 され た 自 己資 産 の 適 正 な 簿 価 を

も って 取 得 原 価 とす る」(四,4)と され る。 例 えば 土 地 と土 地 との 交 換 の よ うに ・ 同

種 固 定 資 産 間 の交i換 は 引 渡 資 産 の 適 正 な 簿 価 に 基 づ い て受 入 資 産 の取 得 原 価 が 決 定

され る。 他 方,「 自己所 有 の 株 式 な い し社 債 等 と固 定 資 産 を 交 換 した 場 合 に は,当 該

有 価 証 券 の 時 価 又 は適 正 な 簿 価 を も っ て取 得 原 価 とす る 。」(四,4)こ れ は,異 種 資

産 間 の交i換 の 場 合 に は,引 渡 資 産 の 時 価 に 基 づ い て受 入 資 産 の取 得 原 価 を 決 定 し う

る こ とを 示 し て い る 。

14)AccountingPrinciplesBoard,AccountingforNonmornetaryTransactions,APB

OpinionNo.29{NewYork:AmericaninstituteofCertifiedPublicAccountants,

1973).FASB財 務 会 計 概 念 ス テ ィ トメソ ト第5号 で も・ 物 々交 換 に つ い てAPB

ス テ ィ トメ ソ ト29号 の 考 え 方 が 採 られ て い る。 次 の よ うに 記 述 され て い る 。 「製 品 ・

用 役 また は そ の 他 の資 産 が 現 金 に 容 易 に 転 換 し え な い 非 貨 幣 資 産 と交 換 され る場 合

に は,収 益,利 得 また は 損 失 が 稼 得 され て い る こ と,お よび 取 引 が 完 了 し て い る と

い う こ と に 基 づ い て,収 益,利 得 ま た は 損 失 を 認 識 し うる 。」 〔FinancialAccount'

ingStandardshoard,RecognitionandMeasurementinFinancialStatementsof

BusinessEnterprises,StatementofFinancialAccountingConceptNo.S(Stamford,

Connecticut:FinancialAccountingStandardsBoard,1984),par.84f.]

】V.異 種 資 産 交 換 の 会 計 お よ び 飯 野 説

1.APBオ ピニオ ン29号 に お け る異 種 資産 交換 の 会計

APBオ ピニオ ン29号 は,「 会 計 原則 審議 会 に よって公 表 された意見書の うち

で最 も難解な意見書の一つであ る」1)と評 され てい る。APBオ ピニ オソは・ 財

務 会 計基 準審 議会(FASB)の ス テ イ トメン トな どで失効 させ られ ていない限 り,

現在 で もそ の効 力 を有 しf法 的強 制 力 のあ る会 計 原則 の性 格を持 ってい る。当

オ ピニオソ29号 はFASBス テ イ トメ ソ ト第71号 に よ って一部 分修 正 され てい

る2)が,か か る修 正 は こ こで の考 察 に影 響を与 えない。

オ ピニナン29号 は,非 貨幣 取 引(nonm。netarytransaction)と して 相互移 転(re-

ciprocaltransfer)と 一方 的 移転(nonrecipr・caltransfer)の 両 者を取 り扱 ってい る

〔par.1〕3)。具 体 的 には、,前 老は 主 に 非 貨 幣資 産 の 交換 す な わ ち物 々交換,後

者 は非 貨幣 資産 の不 完 全交 換 である。かかるオ ピニオソの公式見解は,ア メ リ

カに おけ る現 在 の非 貨 幣取 引の会計実務の基準をなす ものである。 ここでは,

当 オ ピニオ ソ の物h交 換 に関す る会 計 に 限定 して考察す る。
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オ ピニオン29号 は,物 々交 換 を異 種資 産(dissimilarassets)交 換 と同種 資産

(similarassets)交 換 とに区 分 してい る 〔par.21〕が,ま ず異 種 資産 交換 に 関す る

会 計 か ら検討す ることにす る。異種資産交換の例 としては,顧 客へ の製 品販 売

の 一手 段 とし て の 販 売 目的用製品(棚 卸資産)の 異 種 資 産 との 交換 〔par.7〕,

一 時的 所 有 目的 の有 価証 券 と土 地 との交換な どを挙げ ることができる
。検討の

便宜 のために,仮 設 例 を次 に示 す。

[仮設例1]N運 輸会社は,将 来,建 物敷地 とし て利用で きる即時登記可の土地

(R不 動産会社所有)の 取得に対し,使 用可能な多 くの トラ ックに現金を付加してそ

れらを引渡す。 トラック全体の簿価は42,000ド ル(原 価64,000ド ルから減価償却累

計額22,400ド ルを控除 した額)で ある。N社 の購入代理人 は、中古品市場で営業して

いるが,彼 に よれ ば,ト ラ ック全体は49,000ド ルの 公正 な る市場価値を有 してい

る。N社 はその土地に対して・ トラ ックのほかに17,000ド ルの現金を支払 う。(R不

動産会社の購入代理人に よれば,そ の土地の公正なる市場価値は66,000ド ルである。

また当該土地の原価は50,000ド ルである。)4)

オピニオソ29号 に従えば,N運 輸会社の会計処理は次の①,② および③ のようにな

り,他 方,R不 動産会社の仕訳記入は④の ようになる5)。

①取得の土地の記帳価額

トラックの公正価値

支払現金

土地記帳価額

49,000

17,000

ss,000

③仕訳 記入

(借)土 地66,000

減 価償却 累計額22,000

(貸)車 輌64,000

交 換利 得7,000

現 金17,000

②交換利得

トラックの公正価値

トラックの原価

減価償却累計額

トラックの簿価

交換利得

④仕訳記入

(借)車 輌

現 金

(貸)土 地

交換利得

49,000

64,000

22,000

42,000

7,000

49,000

17,000

50,00a

16,000

[仮設例1〕 においてはsN運 輸会社とR不 動産会社の両者は独立の当事者

であ り,そ れらの独立の当事者の制約のない交渉によって双方で同意し合った

価格が,土 地の公正な る市場価値 で示された66,000ド ルであること,ま た各
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当事 者の 提供 した犠 牲 資産 の公 正な る市場価値の方が・受入れた獲得資産のそ

れ よ りも明確に決定 し うることが前提 とされてい る。 したがって,N運 輸会 社

の追 加現 金 はs同 意 した 価 格に 一致 させ るた めの調整あるいは補償 としての機

能 を持 っている。

オピニオン29号 は,非 貨 幣取 引),rL.つい て次 の よ うな 基 本 原則(basicprinciple)

を掲 げ てい る。す な わ ち,「 一般 的 に,非 貨幣 取 引 に 関 す る会計 は・ 貨 幣取 引

において使用 され る基準 と同一の基準 で あ る,当 該取 引に係 わ る資産(ま たは

用役)の 公 正価 値(fairvalues)に 基 づ い て行 わ れ るべ きであ る。 このために・

ある非 貨幣資産 と交換に取得 した非貨幣資産の原価は,そ れを 取 得す るた め?,r

引渡 した 資産 の公 正価 値 であ り,か か る交 換 につい て利得 または 損失が認識 さ

れ るべ きである。交換に よ り引渡した資産の公正価値 よ りも受入れた資産の公

正価値の方が明確iであ るな らば,後 者 の公正 価 値 が原価 を 測定す るため),r使用

され るべ きであ る 。」〔par.18〕

かか る基 本原 則は,物 々交撫 こつ い て,(1)貨 幣 取 引,す なわ ち貨 幣 財 を媒 介

す る購 買交換 または販売交換におい て使用 され る価額決定規則 と同じ規則を使

用す る こと,② 受 入資 産 の記 帳 価額 は,基 本 的 には 引渡 した 資産 の公 正価値で

なけれぽならない こと,そ して(3)引 渡 資産 の公 正 価値 と帳 簿 価額 との差額は交

換利得または損失 として認識す る ことを求めてい る。明らかに,[仮 設 例1]は

この よ うな基 本 原 則 に従 った 結果を示 してい る。 ここで(1)・ ② お よび㈲ に潜 在

してい る根 拠 を探 ってみ よ う。

オ ピニオソ29号 の非 貨 幣取 引に 関す る相 互移 転 と一方的移転 の区分は,当 オ

ピニオンに お い て指摘 され て い るように 〔par・3・注(3)〕sAPBス テ イ トメソ ト

第4号(以 下,「 スティ トメソ ト4号 」と呼ぶ)に 依拠 し て い る が・ この ことは ・

当オ ピニオンの考え方はかか るステイ トメソ ト4号 のそ れ を基 本的 に踏 襲 して

い る こ とを示 している6)。 ス テ イ トメ ソ ト4号 は,購 買交 換 に関連 させ て歴 史

的 原価 あるいは取得原価を 「(資源を)獲 得 す るた めに 企業 が 交換 した 貨幣 また

はその他の資源に よって測定 された(金 額)」 〔par・70・1(括弧 ・引用者)〕で あ る と

し,具 体 的に は.,取 得原 価 は 「移転 が行 われ る ときの交換価格に よって測定 さ



56商 経 論 叢 第24巻 第4号
(361)

れ る」〔par.145,p-1〕とする。

交換時の獲得財 と儀牲財の価値評価の関係は以下の三つに分けることができ

よう。(a)獲得財に認める価値が犠牲財に認め る価値 より大きい場合(獲 得財の

価値〉犠牲財の価値)・(b)獲得財に 認める価値 と犠牲財に認める価値 とが等しい

場合(獲 得財の価値e犠 牲財の価値)yそ して(c)獲得財に認める価値が犠牲財に認

める価値より小さい場合(獲 得財の価値く犠牲財の価値)
。「交換は,各 々の取引

当事者が,自 ら放棄 しなければならないものよりも入手しうるものの価値の方

が大きいと評価 し・かつ,そ の交換が他にとりi{..た代替的行為よりも望ましい

と判断したときに起こる」〔pax.62,1,A,1〕,と ステイ トメン ト4号 が述べ てい

るように,取 引当事者が独立の合理的な行動をとる限 り
,交 換は(a)または(b)の

場合に起 こる7)。

この場合s両 当事者は,交i換 価格が各々の犠牲財に認める価値以下か
,あ る

いはそれを超える場合であっても,交 換価格が獲得財に認める価値以下になる

ように交渉し,そ して互いに同意できる交換価格を設定する
。非貨幣財を犠牲

にして貨幣財を獲得する取引当事者はかかる交換を販売交換 として認識し
,他

方,貨 幣財を犠牲にして非貨幣財を獲得する取引当事者はそれを購買交換 とし

て認識する。かかる交換を購買交換として認識する取引当事者は
,交 換価格に

見合 う貨幣あるいはその等価物を引渡し,引 渡 した財 とは異なる非貨幣財を獲

得することになるので,交 換価格による獲得財の記帳はs実 質的には,交 換に

おいて犠牲 となる貨幣等の金額での記帳を意味することになる
。購買交換にお

ける 「交換価格」による記帳について語るときfそ こには,交 換価格に相当す

る貨幣ないし貨幣等価物の引渡あるいは犠牲とい うことが影の如 く付きまと
っ

ている。

このような交換価格に関する考x .方は,ペ イ トン=リ トル トンの次のような

言明と軌を一にする。「現金で表示 される,最 終的 に同意し合った価格は
,交

換時点における公正なる市場価値の入手しうる最良の証拠」8)であ り
,「 独立の

当事者間の制約のない交換 に よって到達した原価価格(costprice)は
s通 常,

その時点における現金価値(currentcashvalue)の 公正な表現である
。」9)
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しかしながら,購 買交換における獲得財の記帳は,こ のような意味での交換

価格に基づ く記帳に限定されるわけではない。 とい うのは,獲 得非貨幣財に認

める価値の方が交換価格よりも大きい場合s獲 得非貨幣財は,犠 牲貨幣財の金

額を指示する交換価格ではな くて,獲 得する非貨幣財に認める価値を反映する,

交換価格とは異なる価額によって記帳し,そ の結果生ずるそれら二つの価額の

差額を,例 えば購買利得(purchasegain)と して記帳することも可能であるから

である。 このことは,獲 得した財の記帳価額を犠牲にした貨幣の価額をもって

決定することのためには,か かる決定を必然的にするようななんらかの前提が

なければならない,と い うことを示すのである。かかる前提としては,前 節に

おいてすでに検討した,一 つの仮説としての井尻 ・森田説の資金投下,投 下資

金回収 ・投下資金回収剰余獲得なる基本的目的命題を挙げることができよう。

このような目的命題に依拠する原価主義会計理論に従 うならばs購 買交換に

おける獲得財の取得原価は,資 金投下額すなわち犠牲 となる貨幣財の価額でな

ければならない。購買交換における獲得非貨幣財の記帳価額を交換価格に基づ

いて決定することの背後にはf実 はiそ のような交換価格の陰にあってはっき

りと姿を現していない,独 立の当事者間の制約のない交渉に よって同意し合っ

た価格に反映される要資金投下額に よる測定が予定され ているのである。「交

換で取得した資産は,交i換 価格すなわち取得原価で測定される」〔par.181,M-1

A〕 とい うステイ トメン ト4号 の記述は,こ の よ うな考}方 を集約したもの,

として解釈しうる。

かかる見方がステイ トメソ ト4号 の基底にあ るとすれぽ,物 々交換に関し

て 「貨幣取引において使用され る基準 と同一の基準」を使用するオピニオソ29

号は,物h交 換における受入資産の記帳価額の決定についてsそ れの獲得に必

要な資金投下額を反映する交換価格を測定基礎にする,と い うことを明言して

いることになろ う。ステイトメソ ト4号 は,「 貨幣または貨幣支払債務のいず

れも交換されないような交換(す なわち物 交々換)に おいては・取得した資産は

一般に
,引 渡した資産の公正価値(fairvalue)で 測定される」〔par.151,M-1(,A)1〕

とし,ま た 「貨幣または貨幣に対する請求権(m・neyclaims)の 介入しない移転
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においては・公正価値が交換価格の近似値である」〔par.181,M-1㈹1〕 と述べて

いる。ここに公正価値とは・「貨幣との交換が行われたとしたときの交換価格」

〔par・181,M-1(A)1〕を意味している。

オ ピニオン29号 は,公 正価値の決定に ついて次のように記述している
。「非

貨幣取引においてsあ る企業へあるいはある企業から移転される非貨幣資産の

公正価値は,同 一または同種の資産の現金取引における見積実現可能価額
,相

場たる市場価格・第三者の鑑定額s交 換で受取る資産または用役の見積公正価

値およびその他の入手可能な証拠を考慮に入れて決定されるべきである
。非貨

幣取引の一方の当事者が非貨幣資産に代えて現金を受取ることを選択しうると

すれば,そ の場合に受取 りうる現金額が交換される非貨幣資産の公正価値の証

拠となろ う。」〔par.25〕

敷衛するならぽ,物 々交換の当事者は,獲 得する非貨幣財 と犠牲 となる非貨

幣財のそれぞれに認める価値を秤量し,前 者に認める価値が後者のそれ以上で

あることを確認した うえで,交 換価格が各々の犠牲非貨幣財に認める価値以下

か,あ るいはそれを超える場合であっても,そ れが獲得非貨幣財に認める価値

以下になるように交渉し・そして互いに同意しうる交換価格を設定する
。両当

事者は獲得非貨幣財の記帳価額をかかる交換価格に基づいて決定することにな

るが,こ れは実質的には,獲 得非貨幣財の記帳価額を,犠 牲非貨幣財によって

具体化される・交換価格に等しい要資金投下額を基礎に決定していることにな

る。かかる要資金投下額はsこ の交換の行われる時点における犠牲非貨幣財の

換価見積額・換言すれぽs交 換時点での引渡資産の公正価値によって示される
。

引渡資産の公正価値によって受入資産を評価する所以である。

このことは・他方では・引渡資産の過去の取得時点の記帳価額
,す なわちそ

の時点での資金投下額を示す記帳価額は物々交換時の要資金投下額を表わしx
.

ないことを明示する。「(物々 交換)取 引におい て引渡 した資産の帳簿価額は
,

一般に
・ 取得した資産を測定す るのに用 い られない」〔par.181,M-1㈲(括 弧.

引用者)〕 とするステイ トメン ト4号 は,こ の点を明らかにしている,と 見るこ

とができる。また引渡資産の公正価値のみでは交換価格に反映される要資金投
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下額に充たない場合にはs交 換価格と引渡資産の公正価値 との差額について別

途に現金の授受が行われるのは言 うまでもない。[仮 設例1]は この ような場

合を示している。

物々交撫 こおける引渡資産の公正価値はその資産の換価見積額rす なわち・

この交換時点でかかる資産の売却によって手にしうると予想される現金額を表

わす と考えられるから,引 渡資産の公正価値 と帳簿価額 との差額は売却損益と

い う性格の交換損益として把握できることになる。換言すれば,引 渡資産をそ

の公正価値に相当する価額で現金にて販売ない し売却したとみなし(し たがっ

て,引 渡資産の公正価値はその売却時価を表わす),売 却損益たる交換損益を認識す

る。そして続いて,引 渡資産の販売あるいは売却yrよ って得た現金を犠牲Vyし

て受入資産を獲得したとみなすのである。

かかる解釈は,我 々がさきに挙げた結合交換説sす なわち物々交換を販売交

換と購買交換との連続し結合した交換 とする解釈 と同一であるのでiオ ピニオ

ソ29号 は異種資産の物h交 換について結合交換説を採 っていると言える。換言

すれば,受 入資産の記帳価額を引渡資産の公正価値に基づいて決定することを

基本原則とするオピニオソ29号 は,結 合交換説に依拠する物々交換の解釈を基

本的なものとしていると言い うるのである。

2.飯 野説

物々交換における受入資産の価額を受入資産それ 自体の公正価値に基づいて

決定することを主張する見解 として,飯 野説を挙げることができる。

彼は次のように述べる。「取引はすぺて独立した当事老間における公正な売

買と考えられ,企 業または個人の活動はすべて合理的で誠実であることが前提

とされ」る会計では,「 取得した財 貨等 の価値は企業が支払った貨幣額とひと

しく,そ れ以上でもそれ以下でもないと考えられている」1。)。かかる見解では,

貨幣財を媒介する独立した当事者間の公正な購買交換においては・基本的にはa

当事老間で合意された交換価格は獲得財に認めた価値と一致し・またその交換

価格に等しい貨幣財を犠牲にするので,犠 牲貨幣財額もまた交換価格に一致す
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る,と 考えられ る。式の形で示せぽ,[獲 得財(に 認める)価 値e(合 意された)

交換価格=犠 牲貨幣財額]と い う関係が通常の購買交換に見られ,獲 得財に認

める価値は,具 体的にはその財の公正なる市場価額に反映されるので,そ の関

係は さらに[獲 得財価値(=当 該財の公正なる市場価額)=交 換価格=犠 牲貨幣

財額]と 示される。

原価主義会計では,購 買交換における獲得財の取得原価は この交換において

犠牲にされる貨幣財の価額に基づいて決定されるが,こ れは獲得財に認めた価

値に犠牲貨幣財額が偶然一致するからであ り,そ もそも獲得財の入帳価額はそ

れに認めた価値 こそ反映するはずのものであってみれば,獲 得財の取得原価の

決定は,そ れに認めた価値を具体的に表わす当該財の公正なる市場価額に基づ

かなければならない,と この見解では考えられる。 これは例えば次のような引

用に明らかである。

「一般にあるものを取得するに当たって100円 の貨幣を相手方に渡すとい うこ

とは,い いかえればそのものに対 して100円 の価値をみ とめたためである。し

たがって,100円 支払ったから100円 で評価測定されるのでな くて,100円 の価

値を認めた結果,100円 の支払が行なわれたと考えるべきである。」11)換言すれ

ば,「 取得原価による評価とい うのは,取 得す るに当たって現に支払または負

担 した債務の額によって評価するとい うことではな くて,取 得した ときにそれ

に認めた価値,す なわちそのときにおける公正な市場価額に基づいて評価する

とい うことである。」12)

これからすれば,か かる見解では,犠 牲貨幣財価額に基づ く獲得財の入帳価

額の決定を内包として含む取得原価概念のかかる内包は,そ の概念にとっては

偶有的なものにすぎず,獲 得財の公正なる市場価額に基づ く獲i得財の入帳価額

の決定 とい う内包こそが取得原価概念の共通の内包にな る,と され る ことに

なる。つまりはi取 得原価概念の公共的内包の転換が図られているのである。

「取得原価とは,独 立した当事者間の公正な売買取引においてs買 手が取得した

時に取得した ものにみとめた価値にほかならない。か くて貨幣を媒介とする交

換すなわち売買取引によって取得したものに対 して,取 得時にみとめた価値に
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もとついて測定評価する基準が取得原価基準だとい うことになる。」13>

このような取得原価概念から出発するとき,貨 幣財を犠牲にして非貨幣財を

獲得する購買交換において,当 事者の勢力関係その他によって交換価格が獲得

財に認めた価値すなわち獲得財の公正なる市場価額を下回る場合には,獲 得財

の公正なる市場価額によって獲得財の取得原価が決定されるために,入 帳価額

たるその価額 と交換価格に等しい犠牲貨幣財の支出額 との間に差額が生ずるこ

とになる。 この差額は,性 格 からすれ ば,低 廉購入に よる購買利得(purchase

gain)あ るいは 「受贈益」14)とい うことになろ う15)。

さらに進めて,こ のような取得原価概念をもって物々交換を考えれば,次 の

ようになろう。受入資産(獲 得非貨幣財)に 認めた価値が当該資産の公正なる市

場価額(公 正価値)),r反 映され ると同様に,引 渡資産(犠 牲非貨幣財)に 認めた

価値 も当該資産の公正なる市場価額(公 正価値)に 反映され る,と 考える。引

渡資産 の公正価値が当該資産の帳簿価額 と受入資産の公正価値に等しく,か つ

また合意された交換価格が これらの価額 と一致しているとすれば,「交換時にお

いて提供した ものと提供を受けたものとの価値が等しいとい う」「等価交換」16)

が行われているので,受 入資産の入帳価額はいずれの価額によっても同じであ

り,こ こでは利得または損失は生 じない。

しかしながら,引 渡資産の帳簿価額は当該資産の市場価額から乖離するのが

むしろ普通であ り,さ らにまた引渡資産の市場価額は受入資産のそれ とmし

ない こともある。この場合には,受 入資産の入帳価額の決定との関係からs引

渡資産についてはその帳簿価額 と公正価値 とのいずれに基礎を置 くかが問題)'Y

なってくる。物h交 換における両当事者によって合意される交換価格は交換時

の獲得財と犠牲財の双方の市場価額を もとに設定されて くるはずであ り,こ れ

を考慮すれば,引 渡資産については公正価値に基づかねぽならない ことになる。

これによって,引 渡資産の帳簿価額 とその公正価値との間に差額が生ずるがs

かかる差額は 「交換に当たって具現化した」「評価損益」あるいは 「保有損益」

として解釈される17)。

引渡資産の帳簿価額が当該資産の公正価値から乖離し,引 渡資産の公正価値
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が受入資産の公正価値 と一致 し,交 換価格が受入資産の公正価値 と等しいとき

は,受 入資産の入帳価額を決定する際に引渡資産についての保有損益が認識 さ

れる。他方,受 入資産の公正価値が引渡資産のそれよ り大きくsか つ交換価格

が引渡資産の公正価値以下に設定される場合には,受 入資産の公正価値 と交換

価格 との間に生ず る差額は低廉購入)/Yよる購買利得あるいは受贈益 として認識

されるために,こ の場合には,か かる利得のほかに引渡資産の保有損益 も認識

されることになる。さらに,受 入資産の公正価値が引渡資産のそれ より大き く,

交換価格が受入資産の公正価値以下,引 渡資産の公正価値を超える価格で設定

されるときには,交 換価格と引渡資産の公正価値との差について,ブ ーツとし

ての追加現金支払額がさきの保有損益および購買利得 とは別に認識されること

になる。 このように,こ こで展開された取得原価概念に従えぽ,物 々交換に関

する受入資産の取得原価は受入資産の公正価値に基づいて決定されることにな

る。 ここに挙げたケースを整理すれば,[図4]の ようになろ う。

しかしながら,こ こに展開されている取得原価概念について問題が生じて く

る。第 皿節で論じた原価主義会計理論を準拠枠 とすれば,「 利益は購入過程で

実現されない」 とい うペイ トン3リ トル トソの言説に表われているように,か

かる理論では,購 買交換での損益認識は実現概念 との関係から論理的に起こり
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引渡資産の
簿価(b)

1

引
渡
資
産
の

公
正
価
値

交
換
価
格

受
入
資
産
の

公
正
価
値

{1)の ときは交換不成立、(2)と(3)は ブー ツの支払 が起 こ り、

(3)、〔4}、(5)のと きは購買利得 が発 生す る。引渡 資産 の簿価

が(a)の と きは保 有損失 、(b)の と きは保有利得 が生 ず る。
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えない18)。換言すれば,購 買交換における低廉購入による購買利得あるいは受

贈益が発生しているとしても,か かる理論による限 り,そ のような利得または

受贈益は認識されることがないのである。それに もかかわらず,か かる利得ま

たは受贈益を認識しうるような取得原価概念の展開は,そ れ自体すでに別個の

会計理論を展開していることになる19)。これからすれば,か かる取得原価概念

に依拠した物々交換の解釈を他の物々交換の諸説と同列にして取 りあげること

はできないことになる。 このために,こ こではsか かる見解に対してこれ以上

の詮索は行わないことにする。

1)S.J.LambertlllandJoyceC.Lambert,"ConceptsandApplicationsinAPB

Opini。nN・.29,"The.T・urnalofAccountancy・V・LCWLN・3(March1977)・

p.60.

2)FinancialAccountingStandardsBoard,AccountingfortheEffectsofCertain

TypesofRegulation,State皿ent・fFinancialAcc・untingStanda・d・N・ ・71(Financial

AccountingStandardsBaard,1982).こ の ス テ イ トメ ソ トに よ っ て ・ 規 制 企 業 に 関 係

す る 部 分 が 修 正 さ れ て い る 。

3)オ ピ ニ ナ ン29号 か ら の 引 用 は 本 文 中{Y〔 〕 に て パ ラ グ ラ フ 数 を 示 す 。

4)こ の 仮 設 例 は,次 に 示 す も の の 中 で 挙 げ られ て い る 仮 設 例 を 若 干 修 正 し,解 答 例

も若 干 修 正 し て 示 した も の で あ る 。D。naldE・KiesoandJerryJ・Weygandt・Inter・

mediateAccQUnting,FourthEd,(NewYork:JohnWiley&S。n・1983)iPP・488-

89ロ

5)こ の 交 換 に お い て 現 金 の 授 受 を 伴 わ な い 場 合 に はsN社 は トラ ッ クの 公 正 価 値 の

み で 土 地 を 記 帳 し,R社 は 土 地 の 公 正 価 値 で 車 輌 を 記 帳 す る 。 森 田 の 場 合 も,異 種

資 産 交 換 に 関 す る 会 計 処 理 は こ こで 挙 げ た も の と 同 じ と な ろ う。

6)AccountingPrinciplesBoard,$as£cConcepts¢ndAccountingPrinciplesUn-

derlyingFinancialStatementsofBusinessEnterprises,APBStatementNo.4

(N,wY・ ・k・Am・ ・i・anIn・titut・ ・fPubli・Acc・untant…970)・ オ ピ ニ オ ソ29号 が

ス テ イ トメ ソ ト4号 の 考 え 方 を 踏 襲 し て い る こ と に つ い て は 次 の も の を 参 照 。S.J.

LambertlllandJ。yceC.Lamb・ ・t,op.`飢P.61・ ス テ ィ ト 〃 ト4号 か ら の 引 用

は 本 文 中 に 〔 〕 に て パ ラ グ ラ フ 数 を 示 す 。

7}A.C.Littleton,"ValueandPriceinAccounting,"TheAccountingReview,Vol.

IV,No.3(September1929),pp.150-51.;A.C.Littleton,"Significanceoflnvested

Cost,,,TheAccountingReview,Vol.XXVII,No.2(Apri11952),p.172,
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$)9}W.A.PatonandA.C.Littleton ,op,cat.,p.27.

10)11)飯 野 利夫 「取 得原価基 準の 論理 」r会 計 ジ ャー ナル』 第3巻 第11号(1971年)
,

12頁 。

12)飯 野 利夫 「棚 卸資産」,不 破貞春 ・清水晶編r会 計学総 論』(同 文 舘1973年)所

収,64頁 。

13)飯 野利夫 「取得 原価基準 の論理」,12頁 。

14)飯 野利 夫 「棚卸 資産」,65-66頁
。

15)獲 得財の公 正な る市場 価額 を超 えて交換 価格が設定 され る場合 には
,こ れ ら二つ

の価額 の差額は 「購 買損失 」 として認識 され る ことにな ろ う
。 しか し,こ の よ うな

ケー スの発 生は ほ とん どあ りえ ない。 とい うのは
,交 換 価格が 獲得財 に認めた価 値

を超 え る よ うな購 買交 換 の成 立はrほ とん ど起 こ りえないか らであ る
。

16)飯 野利 夫 「棚卸 資産 」,65頁 。

17)同 論文,65頁 。 また次 の もの も参照
。 飯野利 夫 「取得 原価基 準 の 論理」,12頁 。;

飯 野利夫r収 益費用会 計」,黒 澤 清他r現 代会計学全 集1・ 現 代会 計学一 般理論』(春

秋社1958年)所 収,135頁 。

18)森 田は飯野 説に対 して次 の よ うに述 ぺ て い る
。「財の取 得に 当た り犠 牲に供 した

もの を問題 にせず,も っぱ ら受入れ た資産 の公正 な市場 価格を もって取得原 価 とす

るこの見解 は,支 出額 を原 価 とす る考え方 か らは 出て こな い
。」 〔森 田哲彌 「資 産評

価」,189頁 。〕

19)ラ ドナー(RichardS・Rudner)の 次 の よ うな見解 を参照
。 「ある理論が すで に も

ってい る先行の基 礎要素 の集合 に(一 つ の基 礎要 素 としての)新 概 念を付加 す る こ

とに よって,そ の理論へ 概念導 入を行な うことは,現 実 には そ の理 論 の増大 では な

い。それは,む しろ,ふ るい 理論を新 しい理 論で 置換 す る ことを意味 してい る
。 …

…基礎要 素の集 合に付加 したの ちです ら
,r同 じ』(same)理 論 を扱 って い るか の よ

うに考えやす いので ある 。」 〔リチ ャー ド ・S・ ラ ドナー/塩 原勉訳 『社会 科学 の哲

学』(培 風 館1968年),27頁 。〕

V.APBオ ピニオン29号 における同種資産交換の会計

オ ピニオソ29号 の物 々交 換 に関 す る も う一 つ の 区分肢である同種資産交換を
,

次 に検 討す る ことに し よ う。 オ ピニオソ29号 に お い ては,同 種 資産 交換 につ い

て特 に問 題 となる・以下の二つの形態が明示 され てい る。その一つは,〈A>「 交

換 の 当事 者 以外 の顧 客へ の販 売を容易にす るために,通 常 の営業 過 程 内 で販 売

のた め に所有 してい る製品 または財 を,同 一 の営 業 部 門(sameline・fbusiness)

で販 売 され るぺ き製 品 また は 財 と 交換す ること」 〔par,21,a〕 で あ る。 この形
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態 としては,少 な くて も一 方 の当事 者 の輸送 コス トの低減を図る,棚 卸資 産 の

緊 急 の需要 を充た す,原 価 を 削減 す る,あ るい は製 品 の最終 的 な販 売 を容易に

す ることを 目的 とす る交換があ る 〔par.7〕。 具体 的セこは例}ぽ,「 顧客 へ の販 売

を容 易 にす るた めに,色 を除 い ては 同一 の 自動車 を 自動車販売業者が交換す る

よ うな場合」1)を挙げ る ことが で き よ う。

他は,〈B>「 通常 の営 業過 程 内 で販売 を 目的 として所 有 してい るのではない

生産用資産を,同 種 の生 産用 資産,ま た は 同一 の あ るいは 同種 の生産用資産に

対す る同等 の権利 と交換す ること」〔par.21,b〕 で あ る。 そ して,こ こに言 う同

種 の生 産用 資産 は,① 同一 の共通 した 形態 を持つ,② 同一 の機能 を果 たす,ま

たは ③ 同一 の経営 部 門で使用 され るものである,と 定 義 され て い る 〔par.3(e)〕。

この形 態 の例 として は,プ ロスポー ツ団体 に よる選 手 の トレー ド,鉱 業財 産 の

賃 借権 の交換i石 油 生産 財産 に対 す るあ る権 利 と他の権利 との交換・不動産 と

不動産 との交換な どがある 〔par・7〕。

オ ピニオ ソ29号 に よれば,こ の よ うな二 形態 の同種 資産 交 換以外の異種資産

交換については,基 本 原則 た る結 合交 換説 に依 拠 す る処理が要求 され る(オ ピニ

オソ29号 の用語に従}ば,こ れ らの 物 々交換は 「稼得プロセスを完了している」〔par.

2、〕と訪 れる).し か レ ここに挙 げ た 〈A>お よび 〈B>形 態 の 同種 資 産交 換

は,結 合 交換 説 に依拠 す る処 理 を要 求 されない・ この意味では・かかる同鹸 産

交換の会計は基本原則た る結合交換説に対 して 〈例外的な〉関係を持つ ことに

な る(オ ピニオソ29号は,か か る交換を 「鮒 プ・セスを完了していない」〔pa・・21〕交

換 と言 う)2)。検 討 の便 宜 のた めに 仮設 例 を掲 げ てかか る同種資産交換 の会計を

論ず る こと1yす る。

[仮設例2]1情 報処理会社は,現 在使用中の会計機械を新しい モデルの会計機械

と交換す る。引渡す会計機械の簿価は8,000ド ル(取 得原価12,000ド ルか ら減価償

却累計額4000ド ルを控除した金額)で あ り,公 正価値は6・000ド ルである。 この機

械はカタ・グ価格(1i・tp・ice)・6,… ドルの新い ・モデルの機械と交換される・取扱

業者との交渉の結果,最 終的に現在使用中の機榔 ついて9,… ドルの下取価額が合

意された。 このために,1情 報処理会社は新しいモデルの会計機械に対して7,000ド
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ルの現金を追加 して支払 う3)。

オ ピニオソ29号 に従 うならば・1情 報処理会社の会計処理は次の①
,② および③の

ようになる。

①新モデルの会計機械の記帳価額

新機械のカタログ価格

差引)使 用機械の下取価額

支払うべき現金

使用機械の公正価値

新機械の記帳価額

②損失の認識

使用機械の公正価値

使用機械の取得原価

差引)減 価償却累計額

使用機械の簿価

交換損失

③仕訳記入

(借)新 機械

機械減価償却累計額

交換損失

(貸)旧 機械

現金

ls,auo

9,000

7,000

s,oaa

13,000

s,000

12,000

4,000

8,000

2,000

13,000

4,000

2,000

12,004

7,000

[仮 設例2コ は さきに挙 げた 〈B>形 態 の交 換 の一 具体 例 で あ る
。 こ こでは,

引渡 資産 で あ る 旧会 計機 械 の公 正価値はその簿価 よ り下回ってい て
,さ らに追

加 現金 が 支払 われ て い る。オ ピニオン29号 は,〈B>形 態 の み な らず,〈A>形

態 の交 換 に も共 通 した 「基 本原 則の修正」 としての会計を次の ように規定 して

いる。「交換が本質的に稼得 プロセスを完了 して い ない場合には
,企 業 間 の非

貨 幣 資産 の交S%関 す る会 計 は,… … 引渡 した非 貨 幣 資産 の帳 簿価額を基礎 と

すべ きであ る。」〔par,21〕

かか る規定 か らす れ ぽ ・[仮 設例2]の よ うな 会計 処 理は誤 りとい うことにな

ろ う。 しか しなが らsオ ピニオ ン29号 は他 方 に おい て
,次 の よ うに も規 定す る

の であ る。「(〈A>お よび 〈B>の)取 引に お い て 損 失が 発 生す る場 合 には
,か か
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る交換 に おい て示 され る損失 を全 額認識 しなければな らない。」〔par・22(括弧.

引用老)〕

オ ピニナ ソ29号 では,〈A>お よび 〈B>の 形 態 の 同種資 産 交換 に関 す る会 計

処 理は例外的な もの とされてい るのであるが,損 失 の発 生す る交換 に おけ る損

失 全 額の謝 は 「例外(的 継 理)闘 す る例 外(的 な艇)」 とな るか ら,q

局 の所,そ の よ う絞 撫 こは 異種 資産 交 撫 こおけ る会計処理が適用 され る こと

になる4)。 とい うのは,引 渡 資 産 の帳 簿価 額 に基 づ い て受入資産の記帳価額 を

決 定す る場合には,交 換利 得 も交 換 損失 も認 識 され るはずがないからである。

[仮 設 例2コ では,受 入 資産 の 記 帳価 額 を矧 渡醒 の公正価働 こ追加支払現金

を加算した金蜘 こな ってい る.[仮 設 例2]の よ うな会 計処 理 は くA>形 態 の交

換 につ い て も当 ては ま る。

この会計処理につい て,こ れ は,「 修 正公 正 価値(簿 価 とい う意味)ま たは 公

正 価 値 の い ず れ か 低 き 方 の価額 に よる評価(1・wer-・f-m・dified-fair-value-・r-fair・

value)」5)であ って,「 保 守 主義 原 則」6)の適用 に ほ か な らな い,と す る見解 が あ

る。 か か る見解 は,〈A>お よび<B>の 形態 に お け る交 換 利得 の発生 す る場合

の処理 との関連において提示 され てい る。 しか し,さ らに進 ん で,こ の よ うな

処 理 は,オ ピニオソ29号 が 例外 として掲 げ る形 態 のあ る範囲にまで,基 本 原則

として の結合 交 換説 が 積極的に適用 された結果 と考える こともできる。換言す

れば,[仮 設 例2]の よ うな 形態 は 決 し て 例 外 的な ものではない とい うことに

なろ う。 この ことは,オ ピニオ ソ29号 が例 外 的 な会 計処 理 を要 求す る 〈A>お

よび 〈B>の 形 態 は,引 渡 資産 の公 正 価値 が 当該 資産 の簿価を超過す る場合,

す な わ ち交 換利得 が 発 生す る場 合に重要性を持 って くるsと い うこ とを意味 す

る。〈A>の 形 態 に係 わ らしめ て,こ の よ うな場 合 の 仮 設 例を 挙げ ることにす

る。

〔仮設例3〕Dレ ソタカー社はフォー ド製 自動車を主に扱 うレソタル会社である。

D社 の経営者はGM製 の多種の自動車を加えて・ レソタル用の車種を豊富にしよう

としている。GM社 か らの引渡が艮期にわた り遅延しているので・D社 は・Nレソタカ
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一社と次のよう鮫 齢 して交換を行 う
・それは,・6・,… ドルの公正脆 鮪 し,簿価が

135・000ドル(原 価15・・… ドルから減価償螺 計額 ・5
,… ドルを騰 し纈 〉

のある種類のフォー ド蜘 動軌 ある繍 のGM製 自騨 絞 換す る
,と い うもの

である・N社 か ら識 す る自動車の公正瀧 は ・7・
,… ドルである.こ のためにaD社膿 渡す

るフォー ド蜘 動軟 餓 て齢 ・・s… ドル破 払 う
.[N社 のGM製

自騨 の簿価は136・… ドル(願2・ ・・… ドルか ら灘 償螺 計額64
,… ドルをJy/

した額)で ある。]7)

オ ピニオン29号 に従 うならばsD社 の会計処理は①お よび② とな り
,N社 の会計処

理は③,④ お よび⑤ となる。

①GM製 自動車の記帳価額

フォー ド製 自動車の原価

差引)減 価償却累計額

フォー ド製自動車の簿価

支払現金

GM製 自動車の記帳価額

②仕訳記入

(借)車 輌(GM)

減価償却累計額

(貸)車 輌(フ オー ド)

現金

③フォー ド製 自動車の記帳価額

GM製 自動車の原価

差引)減 価償却累計額

GM製 自動車の簿価

販売したと解釈 され る簿価の割合額

フォー ド製自動車の記帳価額

150,000

15,000

135,000

10,000

145,000

145,000

15,000

*10,000/170,000x136,000=8 ,000

④認識される利得額

引渡GM製 自動車の公正価値

引渡GM製 自動車の簿価

利得総額

150,aoo

10,000

X70,000

136,000

200000

64,000

34,000

受 取 貨 幣 対 価 に 対 応 し て 認 識 され る利 得 額2 ,000*

ro,oao‐s,000=Z,aoo

(ま た は10・000/170・000×34,000皿2,000)

⑤ 仕 訳 記 入

136,000

」 遡)*
128000
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(借)現 金

車輌(フ ォー ド)

減価償却累計額

(貸)車 輌(GM)

交換利得

xo,oao

lZS,000

64,000
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Zoo,aoo

2,000

D社 の会計処理に係わるナビニオソ29号 の記述は以下 の ようである・「貨幣

対価を支払 う鎌 は,(〈A>お よび くB>の礁 の)取 引につい ていかな る利得

も認謝 べきではな く,受 入資産は支獺 幣対礁 と引渡非貨幣資産の囎 価

額の合計額で記帳され るべ きである・」〔par.22(撒 ・引瀦)〕D社 の会計処

理はかかる記述),r従っているが,こ れに明らかな ように,引 渡資産の公正価値

がその簿価を超過している場合にはy引 渡資産の簿価),rよって受入資産の記帳

価額撒 定されるので,そ の公正価値 と締 との差額である交換利得は識 さ

れない。貨幣対価を伴わない点を除いて他の条件の等しい,か かる形態の同種

資産交換の場創 こおいても,同 様に,交 撚 ㈲ ま講 しない こと腰 請される・

この結果s[仮 設例3]に ついて言えば,D社 では25,000ド ル(160000-135000)

の計上されざる利得額は,受 入資産を外部当事者に売却するまで繰延べ られ・

交換時点における受入資産の記帳価額は,か かる利得額だけ圧縮されることに

なる8)。

他方,N社 の会計処理に関係するオピニオン29号 の記述は次のようである。

「帳簿価額に基づいて記帳されることになる非貨幣資産の交換(<A>お よび 〈B>

の形態の交換_引 用者)に おいては,貨 幣対価額を伴 うことがある。本審議会は・

貨幣対価の受領者は,貨 幣対価が引渡資産の帳簿価額の比例的割合額を超過す

る範囲で,そ の交撫 こおいて実現利得(・eali・edgain)を得たsと 考}る ・ 実現

(利得)額 に対 応する原価の割合額 は,受 取った全対価(貨 幣対価と受入非貨幣資

産の見積公正価値との合計額),あ るいは引渡非貨幣資産の公正価値の方が明確で

あるならば,そ の額に対する貨幣対価の比率に基 づいて決定 され るべ きであ

る。」〔par.22〕N社 の会計処理はかかる記述に従っている9)。

ここに注意すべきは,「 ブーツ(boot)」 と称 せ られ る貨幣対価の受取額に関
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して,オ ピニオン29号 は 〈特殊な〉会計処理を要求していることである
。N社

は受取貨幣対価に係わる実現交換利得を以下の式によって計算している1。)
。

羅鍛 齢 鵜 轟 鷲 欝x騨 警対価/嫌鵬 騰
(1)受取全対価篇受取貨幣対価+受 入非貨幣資産の見積公正価値

② 引渡非貨幣資産の公正価値

鍵嚢編 響覇 対価雛 綴 繕額垢箆騒 議

これらの一連の式に明らかなように,か かる形態の同種資産交換において貨幣

対価を受領する場合にはsそ の額に見合 う販売交換が部分的に行われた とみな

され,貨 幣対価に対応する引渡資産の原価が計算されて
i実 現交i換利得額が算

定される。換言すれぽ,か かる形態の交換は,物 々交換 と販売交換 とが混清し

た ものとみなされるのである。この結果
,受 取貨幣対価に関係を持たない引渡

資産の帳簿価額に対する交換利得(34:000--2,000)は ,D社 の場合 と同じよう

に認識されず,そ れは受入資産を外部当事者に売却するまで繰延ら
ryvi交 換時

点における受入資産の記帳価額は,か かる利得額だけ圧縮され ることになる11)
。

N社 の会計処理は,受 取貨幣対価に係わるかかる会計処理を除いて
,他 はD

社の場合 と同じである。両社 ともに受入資産を引渡資産の帳簿価額を基礎に評

価することになるので,オ ピニオン29号 は,こ のような形態の同種資産交換に

ついて,結 果的には例外的とはいえ
,内 部交換説を採 っていると言い うる。

このことから・オピニオン29号 はs引 渡資産の公正価値が当該資産の簿価を

超過する<A>お よび 〈B>形 態の同種資産交i換について例外的に内部交換説を

採 り,そ れ以外の同種資産交換および異種資産交換について基本原則たる結合

交換説を採るので,そ れは結合交換 ・内部交換説を主張していると言い うるの

である(以 下において,引 渡資産の公正価値が当該資産の簿価を超過し
,内 部交換説が

採られる 〈A>お よび 〈B>形 態の同種資産交換を 「〈A2>お よび 〈B2>形態の同種資

産交換」と呼び,そ れ以外の,結 合交換説の適用される同種資産交換,す なわち引渡資

産の公正価値が当該資産の簿価以下の 〈A>お よび Φ〉形態の同種資産交換を 「〈A1>
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[表2]

結合交換説 i 内部交換説

異種資産交換 〔仮設例1]

〈A1>〈B1>同 種資産交i換 〔仮設例2コ

(引渡資産公正価値≦引渡資産簿価)

〈A2><B2>同 種資産交換 〔仮設例3]

(引渡資産公正価値〉引渡資産簿価)

および 〈B、〉形態の同蟹 敵 換」と呼ぶこaこ する)・以上のオピニナン29号 の見

解を整理すれぽ[表2]の ようになる12)。

オ ピニオソ29号 のかかる結合交換 ・内部交換説),Yついては,内 部交換説の

採られる 〈A2>お よび<B2>形 態の同種資産交換を・原価主義会計理論の枠組

の中でいか1!｠し 説財 ることができるか潜 い搬 れば・かかる同種資産

交換の説明可能性の検討が必要 とな る。 とい うのは,内 部交換説の採られる

〈A2>お よび くB2>形 態の同種資産交換が原価主義会計理論の枠組内で充分に

翻 可能であるとすれば,結 果的に,内 部交換説の立場からも物校 換を例外

的事象 とすることなく説胴 能轍 として鰐 しうることとな り瀦 合交換'

内部交換説それ自体が原価主義会計理論の枠組内で論証された ことになるから

である。他方,そ のような同種資産交換を説明しえない とすれば,か かる交i換

は例外的事象 とな り,結 合交換 ・内部交換説は論証しax..ずsこのために・物々

交換を例外齢 象とする内部交換説かあるし・は説明可能轍 とする結合交換説

のいずれかによらなければならない,と い うことになるからである。

1)RobertCapettiniandThomasE.King,"ExchangeofNonmonetaryAssets:Some

Chang,,,・ ・ 丁畑 ・・α4π'伽gR・ 燃V・1・LI,N…(January1976)・P・143・

2)ス テ ィ トメ ソ ト4号 は 「稼 得 プ ロ セ ス 」 の 完 了 ・未 完 了 を 区 分 原 理 とす る 物h交

撫 こ関する区分法を採っていない.「 稼得プ叱 刈 の完了 ・未完了という区分原

理 に つ い て は 次 節 で 検 討 す る 。

3)D。naldE.Ki…andJerryJ.W・ygandt・ ・p・cit.,pp.489-90.例 は 若 干 修 正

し て あ る 。

4}PhilipE.Meyer,AppliedAccountingTheory‐AFinancialReportingPerspec-

five(H・mew・ ・d,lllin・i・ ・Ri・ha・dD・lrwinJn…1980)・P・135・

5)EugeneA.lmhoff,Jr.andPaulA.」ane11,"opinionNo.29:ANewValuation
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〔図5]

Fiegirx

取引は主 として非貨
幣取引であるか〔1)

No

Yes

資産の公正価餓は合
理的に決定できるか

(4)

No

Yes

APBオ ピ ニ オ ン29・!"'T!」

は 適 用 さ れ な い(2)

ある資産 がり1渡され
るとすれば、引渡資
産の帳簿f画額で記録
される、,資産が引渡
されないとすれば、
他の適切な価額 を使
川するt5}

…般的 には
、 それに係 わ

る資産 の公正価値で!iLF-!

され、通常 は当該交換で

引渡 されるかあるいは受

取 った貨幣資産 また は貨

幣負債 によっ て測定 され
ろ13}

取引の条件によって
損失が示 されるか㈲

Yes

N`)

相 互 移転 であるか

{8}

公正価侮で記録 し、

撫 鶉 学1蝦失を
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des
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換 であるか(151

N⇔

そ れ け 実k=ir的には工;1,

前 の:企 響ミ結r}の 」「《消

で あ る ス ピ ン オフ 、

再 組 織 ない し清 算 』で

あ る かllP

No

Y`唱

分配 され る非貨 幣資

産 は、示 され る価f直
の減損 を」直切にま空illlミ

したの ちの、分配 さ

れ る非4・幣資産の帳

簿f画額 で評価 される

(/21

=

は
の

㎝

ニ
ー

・

一"れ
と

る

こ
者

あ

、
い

で

含

な

坂

場

で
移

の
舵

内　ぱ

こ
存

方

1'es

公 正価航で記録す る

(13)

もしも分配される非倒1蜜資産の公ll三価1[1「〔が

客観的に測定で き、また分配{1、¥点ないしそ
れに近いrl脚1工で分配企業が!i:}:ちにそれを販

売するとしたときに、明碓に実現 しうるよ

うな公1}{佃il直で1記釦ヒrヂる{14}

当該交換は実質的に
稼得プロセスを完丁
しているか〔171

Yes

N〔}

貨幣対価が含まれて
いるか〔18)

No

引渡資産の公正価値で記録 し、利得または韻失
が当該交換 にっいて認識 されねばならない。受
入資産の公正価値が引渡資産の公正価位よりも
明確であるならば、原1面を測定するためにそれ
が使月」されなければならない(1⑤

Yes

貨幣対価の支払者であ
るか⑳

引渡資産の帳簿価額から、指示される価債の誠損を
適切に控除した価額で受入資産を記録する⑬

Y
(¥,

Na

貨幣対価の支払諸は利得 を認識 しない。引渡資
産の帳簿価額プラス支払貨幣対価で受入資産を
記録する(21)

貨幣対価の受領者はー貨幣対価が引渡資産の帳簿価額の比例的割合額 を超過す葱場合には
、その超過額を利得として認識する。受入資崖

は1引 渡資産の帳簿価額から売却部分に毒;口当する額 を
控除 した価額で記録される㈱

(出 所)S,1.LambertIHand∫oyceGLambert,op.cit.,PP・$Z-63.
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Meth。d,・・ManagementAccountingrVol.LX,No・9(March1979)・P・52・(括 弧'

引 用 者)

6)16id.,p.53.;S.J.LambertICIandJayceC.Lambert,op.cit.,pp.64,67.

7)D。naldE.KiesoandJerryJ.Weygandt・op.o宛 ・・PP・490-91・ 解 答 例 は 若 干 修 正

し て あ る。

g)Ibid.,p.491.

9)[仮 設 例3]に お い て は,実 現 交 換 利 得 に 対 応 す る 原 価 割 合額 を 計 算す る場 合,

受 取 った 全 対 価(160,000+lo,000)と 引 渡 非 貨 幣 資 産 の 公 正 価 値(X70,000)は 同

額 な ので,い ず れ の額 を 使 用 し て も結 果 は 同 じ で あ る 。

10)S.J.LambertIIIandJoyceqLambert,op・CSt・ ・P・63・ 一 部 修 正 し て あ る 。

11)D・naldE.Kies・andJ・ ・ryJ・W・ygandt,op.cit・ ・P・491・

12)オ ピニ オ ソ29号 の全 体 の 内容 を チ ャー トで 示 す な らば,前 頁 の[図5]の よ うに

な ろ う。

rl.同 種資産交換の会計の説明可能性

1.オ ピニ オ ン29号 に お け る論拠

グ ラデ ィー(PaulGrady)はf1965年),rYti...,そ の当時 の ア メ リカの物 々交 撫 こ関

す る会計実務について以下 の ように述ぺ てい る。「現金以外の財産が,あ る取

引 の対価 であ る ときは,実 際 の現 金 原価 の公 正 な 尺度 は,か か る財 産 が最 初 に

直接 現金T,rYL.換価 され る とす れば,実 現 され るであ ろ う金額 であ る。その財産が

明確な公正市場価値を持たないならぽ,交i換 に よ り受 入れ る財 産 の市 場価 値を

使用す ることがで きる。公正市場価値が引渡資産の帳簿価額 と異なる場合には,

利 得 また は 損失 が生 ず る。 実務 上,固 定資 産 の交換 は 引渡 財産 の帳簿価額 でし

ぼ しぽ記帳 され る。」1)

これ に 明 らか な よ うに,オ ピ ニ オ ソ29号 公 表 前の物 々交換 に関 す る ア メ リ

カの会計実務においては,オ ピニオ ン29号 が 指摘 して い る よ うに・ 「(受入資産

は)… … あ る場 合),rは,引 渡 資 産 の公 正価値,ま た あ る場合 には,引 渡 資産 の

帳 簿 価 額 で 記 帳 さ れ て きた。」〔par.7(括 弧 ・引用者)〕2)オピニオ ン29号 は・ こ

の よ うな会計 実 務 の 現 状 を認識 した う}で,貨 幣財 ・非 貨幣 財 間交換(貨 幣取

引)に 関 す る基 準 と同 一 の基 礎 に立 つ 結合交換説を物々交換についての基本原
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則 とし・他方において・<A2>お よび 〈B2>形 態 の 同種 資産 交換 に つい て例外

的 に内部交換説を採用する立場を採 った,と 考 え る こ とが で きる。

オ ピニ オン29号 が結 合交 換 説 に依 拠 して それ を基本原則 としたのは
,物 々交

換 のす べ てに つい て,引 渡 資産 の公 正価 値 に よ る 受 入 資産 の測定 を標榜す る

APBス テ イ トメン ト4号 の考 え方 〔par,x.81,M-1(x}1〕 を踏 襲 してい るか らであ

ろ う。 しか しなが ら・オ ピニオン29号 は かか る ステ イ トメン ト4号 の考 え方 の

すべ て をそ の ま まに承継 してい るわけではない。 とい うのは,ス テ イ トメン ト

4号 は,結 合 交換 説 を採 る こ と に よって,引 渡 資産 の 帳 簿 価額 に よ る 受入 資

産 の測定 を認めない 〔par・181・M-1(AJ〕もの の,こ れ に対 して,オ ピ ニ オ ン29

号は 〈A2>お よび<B2>形 態 の同種 資産 交 換に つい てそ の ような評価方法を容

認 してい るからである。 この点 で,オ ピニオ ン29号 は ス テ イ トメソ ト4号 の考

え方 を… 部修 正 してい る ことになる。

オ ピニオン29号 は・ 〈A2>お よび<B2>形 態 の 同種 資 産 交換 につ い て例 外 的

に 内部交換説を採 る論拠を特に挙 げ てい な い。 しか し,そ れは,<A>お よび

〈B>形 態 の 同種 資産 交換 を 例 外 的 形態 とす る こ とを支 持する論者の挙げる根

拠をi次 の よ うに要 約 して示 してい る。<A>形 態 の 同種 資産 交換 に つい ては 次

の よ うである。「その交換におい てはs顧 客 か ら収益 を得 るた め に棚 卸 資産を

販売(marketing)す る とい う よ りは む しろ,顧 客 に 再販 売(resale)す るた め に

棚 卸 資産 を取 得 す る経 済 的な方法を展開す ることに重点がある。それ故に,本

来 競 争者 であ って,互 い に顧客 で は な い 企 業 間 の 棚 卸資産のrス ワ ッピング

(swapping)』 はs稼 得 プ 目セ スの初 期 の 付 随 的 な段階にす ぎず,(同 一または別

の形態の)交 換 され た 製品 を企 業 の顧 客 に販売す る までは,収 益 は認 識 され て

は な らない 。」〔par.16a〕

他 方・<B>形 態 の同種 資 産交 換 につ い ては 以下の ようである。 「ある生産用

資産が同種の生産用資産 に置き換えられた とい うだけで,収 益 は認 識 され るぺ

きでは な く・ む しろ収益は,置 き換 え られ た生 産用 資 産 に よる財貨または用役

の生産 と販売か ら生ず る と考 え られ るべ きで あ る。」〔par16 ,b〕 す なわ ち,

「(この交換は)生 産能 力を維 持 す る た め の 必要 な投資を示 し,そ れ 故 に,当 該
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r'こ よって生 産 され る製 品 瀬 客 に販 売 され るまでは・舗 プ吐 スは完了

しない。 したが って,そ の(販 売)時 点 ま で は,い かな る利得 も認識 され るべ

きでは ない 。」3)

これ に よれ ば,〈A2>お よび 〈B2>形 態 の 同種 資産 交換 に おい ては・稼得 プ

ロセスは未 完了なるが故に,収 益(あ るいは利得)の 認 識は行 い えず ・ そ の結果・

受 入 資産の記帳価額は引渡資産の帳簿価額に よって決定され る,と オ ピニオ ソ

29号 は考 え てい る こ とに な る。換 言すれば,物 々交換 を 結合 交換 説 で解 釈 し う

るのか,あ るい は 内部交 換説 に よらな ければ解釈 しえないのかfの メル クマ ー

ル は,オ ピニオ ソ29号 に お いaま,「 実 現概 念 の 『稼 得 プ ロセ ス(earningp「 。c-

eSS)』規 準」4)の充 足 ・不 充足 で あ る。

APBス テ イ トメソ ト4号 に よれば,(1)稼 得 プRセ スが完 了 した か・ あ るい

は 事実 上 完了した こと,お よび② 交 換 が行 われ た こ と,を 要 件 とす る収 益認 識

が 「実現」 と呼ぼれる 〔par.150〕5)。異種 資産 交換 と 〈A1>お よび 〈B1>形 態 の

同種資 産交 換 は この実 現 の二要件を充たすが,<A2>お よび 〈B2>形 態 の同種

資産 交 換 は(2)の要 件 を充 たす ものの,(1)の 要 件 を充 た さないsと オ ピニオ ソ29

号 は考}る 。 このた め に,〈A2>お よび 〈B2>形 態 の同種 資産 交 換に つい て収

益 は 認 識されず,収 益 認識 を 伴 う販 売 交換 を 介在 させ て考}る こと もで きない

とい うこ とにな る。

さ りとて,か か る同種 資 産交 換 を購 買交 換 として解釈す ることもできない。

第N節 で 明 らか に した よ うに,購 買交 換 として解 釈す る ときに は,受 入資 産 の

記 帳価 額 は,か か る交 換 の行 われ る時点 に おけ る交換価格に具現 され る要資金

投下額,す な わ ち,こ の 交換 時 点 での 引渡 資産 の換 価見積額た る当該資産の公

正価値を基礎にして決定 され ることにな る。 この場合には,交 換 損益 の性 格 を

有す る購 買損 益(飯 野謝 こ従えば保有損益)が 計 上 さ れ る 結 果 とな る。 さ きに挙

げた実現概念か らすれば,購 買損 益 の認 識計上 を 結果 的 に招いてしま う購 買交

換 としての解釈は採 りえない。か くて,購 買損益 の認 識 計上 の起 こ り}な い 内

部 交 換 として,か か る同種 資産交 換 を解 釈せ ざ るをえな くなるのである。

実現概念の一要件をなす 「稼得 プ ロセス」の意味 内容をAPBス テ ィ トメソ
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ト4号 によって示すならば,稼 得 プロセスは,財 貨の引渡または生産1サ ー ビ

スの提供s企 業の継続的にして主要なあるいは中心的な活動をなすその他の活

動を含む・収益を生み出す(稼 得する)企 業のすべ ての営利活動 〔par.149〕 と

い うことになる。かかる稼得プロセスの完了 ・未完了の具体的な指標は
aス テ

イ トメン ト4号 によって示されていないものの,次 の三つの条件を考えること

ができる。す なわち,① 実現 した犠牲(sacri丘ce)(実際の現金支出あるいは確実な

将来の現金支出)・②それ に見合 う実現 した給付(benefit}(実 際の現金収入あるい

は確実な将来の現金収入)・および③関連 した実質的な努力をこれ以上要 しない状

態6)。 このような条件を充足する特定の時点はiス テ イ トメン ト4号 が指摘す

るように,通 常は,資 産の販売または売却時点sあ るいはサー ビスの提供時点

であ り,こ の時に稼得 プロセスが完了する〔par.150〕。オピニオン29号 は,異 種

資産交換 と〈A1>お よび 〈B1>形 態の同種資産交換について,こ れらの物々交

換は 「稼得プロセスを完了している」〔par.21〕とし,こ れを基礎にしてそれら

の物々交換の販売交換性を認め,結 合交換説を展開す るのである
。

これに対して,稼 得 プロセスの完了していない場合 としては
,① 実現した犠

牲 または給付は発生したが,そ れに関連した給付または犠牲がまだ実現しない

場合,② 犠牲と給付の双方が実現していない場合iあ るいは③努力がまだ行わ

れ ていない場合を挙げることができる7)。 具体的には,販 売といった実質的に

意味のある努力がこれから必要 となる製造活動を例として挙げることができよ

う。オピユオン29号 は・〈A2>お よび 〈B2>形 態の同種資産交換は 「稼得プロ

セスを完了していない」〔par.21〕と見ることによって
,そ の交換の販売交換性

を認めず,例 外的にそれに内部交換説を適用するのである。

このように,オ ピニオン29号 においては,物 々交換について実現の要件を充

足する販売交換としての性質が認められるか否かを識別する規準 として,稼 得

プ胃セス規準が重要視される。しかしながら,オ ピニオン29号 において決定的

な役割を演ずる稼得プRセ ス規準について,問 題が生じてくる。実現概念の.一..

要件である稼得プ胃セスの完了 ・未完了による物々交換の区分,す なわち異種

資産交換と同種資産交換 との大別は一見して明快であるものの,詮 索してみる



(340) 原価主義会計の限界事象77

と,稼 得プロセスの内容が抽象的であ り,そ のプロセスの完了を識別するうえ

でtい わゆるグレー ・ゾーソ(物 交々換がその好例)が 存在し,そ の識別が必ず

しも明確ではない,と いうことが解る8)。

この問題をさらに推し進めて言えぽ こうである。物h交 換を異種資産交換 と

同種資産交換 とに大別して,前 者について収益を認識し,後 者について収益を

認識しないのは,前 者に対して販売交換性を認め,後 者に対 して販売交換性を

認めないからである。同種資産交換について販売交換性を認めないのは,さ き

に挙げた稼得プロセス完了を識別す る条件の うちの③(実 質的な努力をこれ以上

要しない状態)を 充たさないと考えるからであろ う。しかし,例 えば,土 地を犠

牲にしてある機械を取得するaあ るいは土地を犠牲にして別の土地を取得する

場合,双 方の場合において,か かる市場交換について,も はや これ以上の努力

を払 う必要はないと考えられるものの,後 者の場合には販売交換性が認められ

ない。稼得プロセス規準が一見明快そ うではあるが,実 はそれは極めて曖昧で

あると言 う所以である。

物々交換の販売交換性の判断について,物 々交換の交換当事者の販売意図ρ

有無にその拠 り所を求め,異 種資産交換には販売意図があ り,同 種資産交換に

はその意図はない と擬制することも可能であろう。 このような区分法を精緻化

した見解 として,ス ター リソグ=フ ラバティーの,交 換される財の流動性に着

目した 「流動性仮説(LiquidityHyp・thesis)」を挙げ ることがで きる。稼得プロ

セス規準に加え,か かる販売意図の有無も考慮して物々交換の販売交換性を判

断する場合s経 済実質的には,異 種資産交換であっても販売交換性のないもの,

また同種資産交換であっても販売交換性のあるものが存在することになろ う。

同種資産交撫 こは販売意図はない とする擬制を容認した としても,オ ピニオン

29号 の場合,〈A1>お よび 〈B1>形 態の同種資産交換に販売交換性を結果的に

認めてしまい,内 部的に論理矛盾を孕んでしまうのである。

ここまでで,オ ピニオソ29号 にできうる限 り沈潜して同種資産交換の会計に

関する論拠を求めてきた。しかしながら,そ こからは納得の行 く論拠は見い出

しえなかった。すなわち,オ ピニオン29号 は,同 種資産交換の会計に関して得
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心の行 く充分な説 明をしていないのである。そ こで,同 種 資 産交 換 の会 計 に対

す る論 拠 を他に求めてみ ることにす るが,差 し 当た り,さ きに 指摘 した ス ター

リン グ 竃フ ラバテ ィーの 「流動性仮説」 を検討 してみる ことにす る。

2.流 動性仮説9)

スター リング謹フラバテ ィーは,原 価主義会計における貨幣財 ・非貨幣財間

の交換に関する購買交換と販売交換の価額決定規則を次のように一般化する。

購買交換においては,犠 牲にされる貨幣財の価額は独立に決定され,他 方s獲

得する非貨幣財の価額は,す でに決定された犠牲貨幣財の価額すなわち当該貨

幣財の帳簿価額を帰属させて従属的に決定される(「購買規則(purchaserule)」エo)

と呼ばれているが,我 が々さきに挙げた 「価額帰属規則」に相当する)。 また販売交換

においては,獲 得する貨幣財の価額は独立に決定され,そ の価額を帰属させる

ことを通じて収益価額が従属的に決定される(「収益価額決定規則」に相当する)。

他方,犠 牲となる非貨幣財の価額は独立して決定され,そ の価額を帰属させ る

ことを通 じて費用価額が従属的に決定 され る(「価額配賦規則」(費用価額決定規

則)に 相当する)。そしてしか る後に,収 益価額 と費用価額 とによって損益額が

従属的に決定され る(「価額比較規則」に相当する。販売交換に関する価額決定規則

は 「販売規則(salerule)」11)と総称されている)12)。

このようなスター リソグ 謂フラバテ ィーの価額決定規則間の関係は第 皿節で

展開した ものとほとんど変わ らない(〔図2]参 照)。 しかし,彼 らは購買交換

および販売交換における財の価額決定を独立 ・従属関係で捉え,流 動性(liquid-

ity)の 高い貨幣財が常に独立に評価 され てい ることに特に注 目す る。そして

彼らは,財 の価額決定に関するかかる独立 ・従属関係をさらに抽象し,流 動性

の高い財が犠牲となるときには,そ の交換を購買交換として分類しaそ れにつ

いて購買交換における価額決二定規則を適用する。他方,流 動性の高い財が獲得

されるときには,そ の交換を販売交換として分類し,そ れについて販売交換に

おける価額決定規則を適用する13)。すなわち,彼 らは財の流動性をメル クマー

ルとして市場交換を購買交換と販売交換とに分類しようと試みたのである。ス
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ター リソグ=フ ラバテ ィーは,こ の仮説を 「流動性仮説」14)と名づけている。

彼らは物々交換を購買交換あるいは販売交換のいずれかに分類することによっ

て,物 々交換を も包摂しうる市場交換の会計に対する一般的説明を試みたので

ある。

かかる仮説によって物々交換を説明しようとするとき,当 然のことながら交

換に係わる財の流動性が識別されなければならない。財の流動性の識別に当た

り,彼 らは二つの方法を示し,こ れに応じて物々交換について二様の帰結を得

ることができるとする。その方法の一つは,物 々交換において獲得する財 と犠

牲にされる財との相対的流動性(relativeliquidity)セこ着目した ものである15)。

これによれぽ,獲 得財と犠牲財 との流動性を比較してs獲 得財の流動性の方

が犠牲財のそれよりも相対的に高けれぽ,獲 得財をその公正な市場価格によっ

て独立に評価 しsか かる価額と帳簿価額に基づいて決定した犠牲財の価額 とを

比較して損益が認識される。すなわち,こ のような物h交 換は販売交換 として

分類され,販 売交換に関する価額決定規則がこれに適用されるのである。他方,

犠牲財の流動性の方が獲得財のそれ よりも相対的に高けれぽ,か かる交換を購

買交換として分類し,こ れについて購買交換に関する価額決定規則が適用され

る。すなわち,獲 得財の価額は犠牲財の帳簿価額を帰属させることによって決

定されるのである16)。財相互の相対的流動性をメル クマールとして市場交換を

販売交換 と購買交換とに分類する,か か る流動性仮説を 「相対的流動性仮説」

と呼ぶことにする。

財の流動性に関するもう一つの方法は,獲 得財が現金または受取債権なる貨

幣財でなけれぽならないとい う要件を内に含む実現概念との関係から,獲 得し

た財の絶対的流動性(abs。luteliquidityNこ 着 目した ものである。獲得財の絶対

的流動性が問題 となるのは,例aぽ,土 地と交i換に市場性ある有価証券を獲得

する場合に見られるように,相 対的流動性の観点からは販売交換として分類し

うる物々交換であ りながら,実 際には購買交換 として分類され会計処理される

ような物々交換が存在したからである。実現概念 との関係からは,そ の要件が

指示する現金または受取債権なる貨幣財のみが絶対的流動性を充たしうるにす
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ぎないから,物h交 換はすべて購買交換 として分類 されることになる。 この結

果,獲 得財の価額は犠牲財の帳簿価額を帰属させて決定されることになる17)。

獲得 した財の絶対的流動性を メルクマ・一ルとして市場交換を販売交換 と購買交

換とに分類するsか かる流動性仮説を 「絶対的流動性仮説」 と呼ぶ ことにする。

絶対的流動性仮説は実現概念の厳格な適用を前提にして導出されているが,

獲得財価額の決定方法は内部交換説の場合 と対応するようである。しかし,ス

ター リング・フラバティーの流動性仮説の基礎にある彼らの会計 目的観は何で

あるかは措 くとしてもi流 動性仮説では市場交換を販売交換 と購買交換 とに区

分する二分法が採 られているので,絶 対的流動性仮説の場合には,物h交 換の

すべては内部交換ではな く,購 買交換 として解釈され ることになろ う。 このよ

うな獲得財の絶対的流動性から開放 される場合には,い ま一つの仮説たる相対

的流動性仮説が展開できる。この意味では,相 対的流動性仮説の方が絶対的流

動性仮説 よりも一般性が高い。

相対的流動性仮説によれば,獲 得財と犠牲財の相対的流動性によって,物 々

交換は販売交換に属するものと購買交換に属す るものとに分類される。かかる

分類結果は結合交換 ・内部交i換説のそれ と対応して くる。 ここでは貨幣財 ・非

貨幣財間交換から導出された 「流動性」が メル クマールとされているのでsそ

れはオピニオン29号 の 「稼得プロセス」規準よりも明確であるようである。さ

らに重要なことは,実 現概念の制約とい う条件を追加することによって絶対的

流動性仮説を派生させる相対的流動性仮説は,販 売交換性を持つ物 々交換と購

買交換性を持つ物h交 換の双方が物々交換に混在していることを論理的に明確

にし説明している,と い うことである。

しかしながら,相 対的流動性仮説について問題が生ずる。それは,財 の相対

的流動性によって物々交換を分類しても,例}ぽ 同程度の売却能力を持つ土地

相互間の物々交i換のように,財 の相対的流動性が等しいために,究 極的に販売

交換にも購買交換にも分類しえない物々交換が残ってしまう,と い うことであ

る18)。このために,そ のような物々交換を次にいかに説明するかが問題 とな りs

オピニナン29号 における内部交換説を適用する物々交換の説明と同次元の問題
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を抱}る ことに な って しま う。換 言す れぽ,ス ター リソ グ=フ ラバ テ ィーの流

動性 仮 説 は,同 種 資産 交換 の会 計 につ い て 未だ充分な論拠を与sxる に至 ってい

ない と言 わ ざ るをえ ないのである19)。

3.同 種資 産交 換 会計 の論 拠 に関 す る諸見解

イムホ フ,Jr.=ジ ャネル(EugeneA.Imhoff,Jr・=PaulA・Janell)は,〈A1>お

よび<B1>形 態 の 同種 資産 交換 と 〈A2>お よび 〈B2>形 態 の 同種資 産交 換 の異

な る会 計処 理 の論拠について,か か る処 理 方法 は0種 の低 価法 た る 「修 正公 正

価 値 また は公正価値のいずれか低き方の価額 に よる評価」方法20)で あ って,「こ

の よ うな一般 に認 め られ た会 計原則の革新について,唯 一 の理論 的根 拠 とな る

ものは保 守主義のほかには存在 しない」21)と述べ る。す なわ ち,〈 保 守主i義〉 に

そ の拠 り所 を 求め てい る。 しかしながら,保 守 主義 そ の もの が理論 的 に充 分に

説明できない ものである とすれば,か か る同種 資産 交 換を 説 明す る説明項 とし

て保守主義を持ち出してみて も,被 説 明項 た るその よ うな 同種資 産交換が説 明

された ことにはな らないであろ う。 とい うのは,同 種 資産 交 換 を説 明す るため

にはs保 守 主義 を被説 明項 とす るさ らに高次 の説明項が必要 となって くるか ら

である。また,同 種 資 産 交換 の説 明にあ た って は,保 守 主義 の よ うな一 種 外在

的な 論拠 を求める前に,内 在 的 な論 拠 を 求め る ことが 先行すべ きであ る。

アーネ ッ ト(Har・ldE.Arnett)は 次 の よ うに 記述 す る。rA社 は,自 社 が ア フ

リカに所 有す る10,000バ レル の石油 を,南 ア メ リカに所 有す るB社 の10,040バ

レル の石油 と交 換す る(A社 は,南 ア メリカに石油を必要 としている得意先を持って

いるとい う理由で)と すれ ば,か か る交換 は 簿価 で記 帳 され る ことになろ う。実

際には,い かな る正式 の記入 も必要 で はない。す なわち,補 助 簿 におい て,A社

は ア フ リカで所 有す る石 油 を減 少させ,南 ア メ リカで所有 す る石 油 を増加 させ

ることになろ う。……A社 は交 換後 に おい て は交換 前 と全 く同じ資産状態にあ

る。最終的),rlfL..,この種 の交換 に おい て利 益 を認 識 し うるとすれば,有 形 財 を取

り扱 う企業 の経 営 者 は,帳 簿上,交 換 の記載 を 行 うだ け で利 益 を 『創出す る』

ことができることにな る。」22)
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かかる見解は・<A2>お よび 〈B2>形 態 の 同種 資産 交 換に つ い て
,保 守 主義

では な くて 〈利 益 操作 の排除〉 とい う根拠づけに よって
,そ れ を説 明 し よ うと

す る23)。 この論拠 は,か か る 同種 資 産交 換 につ い て保 守主義の根拠づけ よ りも

明確であ り・説得 力を持つ よ うである。 しか しi〈A1>お よび<B1>形 態 の 同

種 資産 交換 では交 換 損失 の計上が要求され るが,利 益 操 作 の排 除 とい う論拠 の

一 貫 的適用か らは
s同 種 資産 交 換 での 交換利 得 のみ ならず,か か る交 換 損失 の

計上 も否定 され るべ きである。つ ま り,〈A2>お よび<B2>形 態 の同種 資産 交

換 の会計 処 理は利 益操作 の排除なる根拠づけ によって説明可能 とな るが ,〈A1>

お よび<B1>形 態 の 同種 資産 交換 に おけ る交 換 損失 の計上は
,今 度 は 逆 に,利

益 操作 の排 除 な る根拠 づ け では説明不能 となってしま うのである。換言す るな

らば・かか る根拠づけはs<A2>お よび 〈B2>形 態 の同種 資産 交 換,と い うあ

る特定 の事 象 の説 明のた めにのみ設定 された ア ド ・ホ ック仮説 であ り
,そ の意

味 では・ かか る根 拠 づけ は原価主義会計理論か ら内在的に論理必然的に導 出さ

れた ものではない と言わ ざるをえない。

オ ピニ・オン29号 の 同種 資 産交 換 につ い て,次 の よ うな見解 もあ る
。 ホ ッブス

鎚ベ インブ リッジ(JamesB ・HObbs=D.R・Bainbridge)は 以下 の よ うに述べ る
。

「デ ィー ラー(dealer)は 顧客 に製 品 を販 売す るた め に 下取 りを認め
,ま た そ う

す ると きに・ デ ィー ラーはその顧客か らある種 の棚卸資産 を購 入す るのである
。

他方・デ ィ_._,ラーで ない取 引 当事 者(n・n-dealer)は(デ ィーラーの稼得 プロセスに

対する取引当事者となることによって)・ あ る生産用 資産 を購 入 し,同 時 に 旧い資

産 をそ の デ ィー ラー に処分ない し販売す ることに よって,稼 得 プ 窟セ スの完 了

を実 現す るの である。 この場合においては,デ ィー ラーは 収益 を 認識す べ きで

あ り・ また非貨幣資産の処分に関 してデ ィー ラーでない取 引当事者に よってな

ん らかの利得 または損失が認識 され るべ きであ る。」24)

か か る見解 に よれば,同 種 資産 交 換 につい て,取 引当事 者が デ ィー ラー(deal-

er)と デ ィ.__,ラーで ない者(non・dealer)と い うよ うに取 引 当事 者 間 に 非 対 称 的

な関係が見 られ るときにはiか か る交 換は 販売 交 換性 を持つ とみ なされs販 売

交 換 と購 買交換 との連続 した結合交換 として解釈 され る。 これ に よれば,例 え
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[表3]

結合交換説 1 内部交換説

異種資産交換

〈A1>〈B1>同 種資産交換

(引渡資産公正価値≦引渡資産簿価)

デ ィー ラー と非デ ィー ラーの

〈A2>〈B2>同 種 資産交i喚

(引 渡資産公 正価値 〉引渡資産 簿価)

デ ィー ラー とデ ィー ラー ・非 デ ィー ラー

と非 デ ィー ラー の 〈A2>〈B2>同 種 資産

交換

(引渡資 産公正価値 〉引渡 資産簿価)

[表4]

結合交換説 内部交換説

異種資産交換

〈A>〈B>同 種資産交換

(引渡資産公正価値≦引渡資産簿価)

(引渡資産公正価値〉引渡資産簿価)

ぽ,第V節 の[仮 説例2]に おける1情 報処理会社を取引当事者 とす る会計機

械納入業者は,そ のような交換を販売交換とみなし,交 換利得を計上すること

が要請されることになる。したがって,か かる見解に依拠するならぽ・内部交

換説の適用される くA2>お よび 〈B2>形 態の同種資産交換は・取引当事者間

に対称的な関係があるとき,す なわち,デ ィーラー とデ ィーラーとの同種資産

交換,デ ィーラーでない者 とデ 和 ラーでない者との同種資産交撫 醐 限.制

約される25)。別言すれぽ,オ ピニオソ29号 が基本原則 とす る結合交換説は,

<A2>お よび<B2>形 態のある種の同種資産交換にまで適用されることになる。

これを表で示すならぽ[表3]の ようになる。

かかる見解は内部交換説の適用される同種資産交換の範囲を狭めてはいるが,

しかしながら,そ のような同種資産交換に対する説明の必要性がなおも残るの

である。だが,ホ ッブス=ベ イソブ リッジはかかる説明を行っていない。オピ

ニォソ29号 の 〈A2>お よび 〈B2>形 態の同種資産交換に対すると同様の根拠づ

けがここにても与えられるとすれぽ,{衣 然 として源 価議 会計蹴 の枠繍

での内在的根拠づけが行われていない ことになる。
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結合交換'内 部交換説を採る細 は洞 籔 厳 換のすべてについて内部交

換説樋 用する(前 頁の[蓑4コ 参照)が
,そ れについていかな る調 を試みて

いるのであろ うか・森田は洞 種資産交撫 こつ いては
s「 譲囎 産と受入資産

の間のi[」L"性あるいは継続性を仮定し」
,「譲囎 産 と受入資産は会計上同覗

することができ」・「実質的には取引がなかったように考え うる」ので
,そ れに

ついて内部交換説を採用しうる
・ とする。すなわち,か かる同種資産交換の揚

合には,譲 渡資産に対する資金拘束性は解除されず
,し たがって,「 拘束されて

い確 本の流動化とい う過程を認めえ」ず
,拘 束された資金はそのま綬 入資

産に引灘 がれてゆ く・ と鰍 されるのである
.こ のように,細 は,自 らの

原価主義会計理論の鍵概念とな りうる 〈自由選択性資金〉から
,か かる交換を

内在的に ・:Aしようとする・舳 選択性資金の拘束性の鰍 の認められる物々

交換は異種資産交換であ り,他 方,自 由選択性資金の拘束性の継続の諒められ

る物々交換は同種資産交換であるとい うよ うに,自 由選択性資金の拘束性の解

除 ●継続を メルクマールとして物々交換を原価主義会計理論の枠組内で説明し

ようとし,あ る程度までそれが成功しているようである
。

しかしながら,か かる説明にも問題がないわけではない
。森田にあっては,

物 々交換に対する販売交換性の認知は,基 本的には
,譲 渡資産が販売財である

ような場合に行い・それが資本財であるような場合には行わない
sと されてい

るようである。同種の販売財間の交換(例 えば
,同 種商品間の交換)は,森 田に

よれぽ販売交換性は認められないものの,交 換当事者たる 「企業が これらの資

産を求めている」からこそs市 場を通じてかかる交換が行われることを特に考

慮するならぽ,か かる交換についても販売交換性を認め うる場合が生ずる26)
。

これからすれば・物々交換 の区分原理 としての 自由選択性資金の拘束性の解

除 ・継続は一見して有効ではあるものの,そ うした解除 ・継続の判定は極めて

相対的であるので・かかる区分原理に実質的な意味を持たせるためには
sそ の

区分原理に先立って物々交換の販売交換性を判定するなんらかの規準がさらに

必要になるaと 考えられる。

結合交換 ・内部交換説を採る場合,内 部交換説の適用される同種資産交換の
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会計に対する説明可能性が とりわけ重要 となるが,そ こでは物々交換の販売交

換性を実質的に識別し うるなんらかの規準の一層の明確化は避けえない。森田

は,し かしながら,か かる規準を明示していない。このことは,ス タ・一リンク

=フ ラバテ ィーの流動性仮説における く流動性〉なる鍵概念を用いての物々交

換の説明の場合 と同様に,〈 自由選択性資金〉を鍵概念に しての物 々交換の解

釈 ・説明には未だ充分ではない ところがある,と い うことを示すのである。物

物嫉 の販殻 殿 を類 的峨 別し うるなんらかの規準をさらに示しえない

とい う点では,森 田の見解は結果的に,ナ ビニナソ29号 と同様の問題を包蔵す

るに至る。 このために,森 田説では,内 部交換説の適用される同種資産交換の

会計に対して充分な根拠づけが行われていない と言わざるをえないのである。

ここまでに展開した物h交 換に 関す る諸説を整理するならば,[表5]の よ

うになるが,結 合交換 ・内部交換説では同種資産交換が充分に説明しえなかっ

た。すなわち,異 種資産交換に対する説明原理から派生した同種資産交換の説

明には成功していない。このことは,結 合交換 ・内部交換説は原価主義会計理

論の枠組からは論証 しえなかった ことを意味する。この結果,内 部交換説かあ

ご　 5コ

井礁 田説瞳 オ勢群 窮

結 合 交i換 説

(引 渡 資産 公正価値 〉引渡 資産簿 価)

〈A2>デ ィ… ラー と非 デ ィー ラー

〈B2>デ ィ… ラー と非 デ ィー フー

〈A2>・ ギ ィ… ラ ー と ・デ ィ・一・ラ ・一・・非 デ

ィ… ラ ー と 非 デ ィ・一 ラ ー

<B2>デ ィ ー ラ … と デ ィー フ ー 二

非 デ ィー ラ ー と 非 デ ィ… フ ー

↓

1

i
内 部 交 換 説「

ー
ー

ー
ー
ー
ー

ー
ー

ー

▽
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るいは結合交換説のいずれかに依拠した物々交換の解釈を採らざるをyな いこ

とになる。内部交換説は物々交換を原価主義会計理論の例外的事象と考えるこ

とになるので,原 価主義会計理論の枠組内では結 合交換説がそれに斉合した見

解 とい うことになろ う。そこで次に結合交換説について問題点 とされる所を考

察したい。

1)PainGrady,InventoryofGenerallyAcceptedAccountingPrinciplesforBusaness

Enterprises,AccountingResearchStudyNo.?(NewYork:AmericanInstituteof

CertifiedPublicAccountants,1965),p.254.

2)ス タ ー リ ソ グ=ト ル フ ソ ソ 器フ ラ バ テ ィー(RobertR .Sterling=J曲nO.ToUefson

鶉RichardE ・Flaherty)は ・ オ ピ ニ オ ソ29号 の 公 表 前 に 物 々 交 換 の 会 計 処 理 に 関 す

る 経 験 的 な 調 査 を 行 っ て い る 。 こ の 調 査 に よ れ ば,「 物 々 交 換 の 場 合 に つ い て
i464

の 回 答 者 の うち 市 場 価 値 を 選 択 し た の は356(77%)で あ っ た
。」(p.713.)す な わ ち,

「回 答 老 の うち2/3以 上 が 物 々 交 換 の 場 合 に 市 場 価 値 を 選 択 」(p
.721.)し て い た 。

〔R。b・ ・tR・St・rling,J。hnO・T。llef・ ・nandRichardE.Flaherty
,"Exchange

Valuation:AnEmpiricalTest,,,TheAccountingReview
,Vol.XLVII,No.4

(October1972).]

3)HaroldE・Amett・``APBOpinionNo.29:Accounting#orNonmonetaryTransac 、

ti。n-S・m・NewPerspe・tive・,"ManagementAccounting
,V・1.LX,N・.4(0,t。b。,

1978),P・45.(括 弧 ・引 用 者)

4}Ibid.,p.45.

5)ス テ イ トメ ン ト4号 の 実 現 概 念 に つ い て の 解 釈 は 大 き く二 つ に 別 れ て い る
。 井 尻

と ス チ ャ テ ィ ク(R・W・Schattke)は,伝 統 的 な 実 現 概 念 の 延 長 線 上 で ス テ イ トメ

ソ ト4号 の 実 現 概 念 を 解 釈 す る 。 〔YujiIjiri,"CritiqueoftheAPBFundamentals

Statement,"ThyJournalofAccountancy,Vol.CIIIII
,No.5(November1971},

P.50.;R.W.Schattke,``AnAnalysisofAccou皿tingPrinciplesBoardStatement

No.4,"TheAccountingReview,Vo1.XLVII
,No.2(April1972),p.240.〕 そ れ に

対 し て ・ ス トー バ ス(GeorgeJ.Staubus)は1957年 版 会 計 基 準(AAA)の 実 現 概 念

と 同 じ 内 容 を 持 っ て い る と 解 釈 す る 。 〔GeorgeJ.Staubus,"AnAnalysisofAPB

StatementNo.4,"TheJournalofAccountancy
,Vol.CIIIIII,No.2{February

1972)・P・41・ 〕 こ こ で は 前 者 の 見 解 と 同 じ 解 釈 に 立 っ て い る
。

6)StudyGroupontheObjectivesofFinancialStatements,ObjectivesofFinancial

Statements(NewYork:AmericanInstituteofCertifiedPublicAccountants
,].973),

p.28.
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7)Ibid.,p.29.

8)lbid.,pp.29-3・.そ こで は,会 計 上 の 利 益 の 測 定 に 対 して ・ 鮒 サ イ クル とい う

考 え方 騨 純 す ぎ ぽ た 実 用 的で は な く,こ の た め に ・ 多 分 に 非 羅 的 と考 え られ

る 状 況 が 存 在 す る,と 指 摘 す る論 者 の 見 解 が 示 され て い る。

9)ス ター リソ グ=フ ラ ー テ 仁 の 流 難 仮 説 は 次 の もの で 麟 され て い る ・Robe「 む

R.SterlingandRichardE.Flaherty,"TheRoleofLiquidityinExchangeValua-

tion,"TheAccountingReview,Vol.XLVI,No,3{July1971),pp.441--56.

10)11)RobertR.Sterling,JohnO.TollefsonandRichardE.Flaherty,op.cit.,.

p.709.

、2)R。b,,tR.SterlingandRi・ha・dE・Flahe・ty・op.cit.,pp・442-43・447-48・ また

次 の もの も参 照.R・b・ ・tR.Ste・ling,"E1・ …t・ ・fPu・eAcc・untingTheo「y・"The

Acc。untingReview,V・1.XLII,N・ ・1(Janua・y1967),PP・62--73.

13)Ibid.,pp.451-52.

14}15)Ibid.,p.444.

16)1?)Ibid.,p.454.

、8)現 実 の 会 計 実 務 で は,ス ター リソ グ=フ ラー テ ィーが 述 ぺ る よ う姥 筋 で 資 産 の

流 動 性 が 厳 格 に 序 列 化 され て い るわ けで は な い ・ 離 同一 形 態 の 資 敵 換 で は 流 動

性 の 識 別 が ほ とん どで きな い.ニ コル ス … 一 カー(D・naldR・Ni・h・1・=JamesE・

Pa,ker)は 瀬 性 仮 説 を 修 正 し て 「客 縦 仮 説(。bjectivityhyp・thesi・)」 を 提 唱 す

る が,そ こで の客 観 性 そ の もの の 内容 が 明 確 で は な く,抽 象 的 に な りす ぎて い る。

[DonaldR.NicholsandJamesE.Parker,"AnAlternativetoLiquidityasaBasis

forExchangeValuation,"Abacus,Vol.VIII,No.1(June1972),pp.68-74.]

、9)糊 的流 動 性 仮 説 で は,物 校 換 のす べ て は 獺 交 換 と して 鰐 さ泌 こ8こ な

るが,こ れ は 市 場 交 換 を 販 売 交 換 と購 買交 換 とに 区分 す る二 分 法 を 採 る こ との 結 果

で あ る.こ れ か らす れ ば 渤 校 換 を 購 買交 換 と鰍 す る 「獺 交 換 説 」 が 導 出 し

うる こ とに な る.し か し,か か る仮 説 で1ま 講 買交 撫 こ対 す る鵬 原 畷 念 の 内包

が 貨 幣 財 の灘 か ら非 貨 幣 財 の 犠 牲 に まで 拡 大 さ れ ・ 結 果 的 に ・ 第 櫛 で 展 開 した

原 価 搬 会 計 理 論 に お け る.}Ra原 畷 念 と1燥 な る取 得 原 価 聡 が 提 唱 され て い る・

こ こで は 諏 得 原 価騰 の 相 違 を 指 摘 す る に と どめ ・ 「購 買交 換 説 」 に は 立 ち 入 ら

な い こ とにす る。

20}Eugene.A.lmhoff,Jr.andPaulA.Janeil,op.cit.,p.52.

21)Ibid.,p.53.

22}HaroldE.Arnett,op.cit.,p.45.

23)同 様 の 見 鰍 こつ い て は 例 え1ま次 の もの 鯵 照 ・Eld・nS・H・nd・iksen・op.C2t.,

p.350.;GxenA.Welsch,CharlesT.ZlatkovichandWalterT.Harrison,Jr.,lnter-

mediateAccounting,FifthEd.(Homewood,lllinois:RichardD.lrwin.lnc.,
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1979),p.452.

24)25)JamesB.HobbsandD.R.Bainbridge,"Nonmone#aryExchangeTransac#ions:

ClarificationofAPBOpinionNo.29,x:TheAccountingReview
,Vo1.LVII,No.1

(January1982),p.172.こ れ と 同 様 の 見 解 は 次 の も の に も見 ら れ る 。RalphE.

SimithandAndrewA.Haried,"ExchangeofNonmonetaryAssets:AnInterpretation

Problem,"TheAccounts"ngreview,Vol.LEI,No.4(4ctobear1977}
,pp.964-61.;

JohnLeslieLivingstone,"BuidingsandEquipment,"inSidneyDavidsonandRoman

LWei1,HandSaokofModernAccounting,'ThirdEd,(NewYork:McGaraw.Hill
,

1983),Chap.19,p.28.

26)同 種 の 資 本 財 の 交 換 に つ い て も これ が 妥 当 す る 場 合 が あ る 。

租.結 びと今後の課題

スター リンクaフ ラバティーは,結 合交換説の幾つかの問題点を挙げた う}

で,「 物々交換の評価に関する支配的なルール(結 合交換説)は 歴史的原価評価

のより一般的およびより基本的なルール のすぺ てに実質的 に違反している」1)

と述ぺる。彼らは,結 合交換説は第一に,現 金または受取債権なる貨幣財の獲

得を要求する く実現の規準(realizati。ncriteria)〉に抵触する,と する2)。井尻が

内部交換説を採る一つの契機もこの点にある3)が,か かる問題は結合交換説の

本質的な問題た りうるであろ うか。

市場交換を貨幣財を媒介にして販売交換 と購買交換 とに区分することを前提

とする原価主義会計理論では,物 々交換なる市場交換はその区分法からは限界

的な事象 となる。 このために,か かる原価主義会計理論の枠組内で物 々交換を

いかに解釈するかが内在的な問題 となってくる。結合交換説において,物h交

換を販売交換 と購買交換 との連続し結合した交換と見るのは,物 々交換の市場

交換たる性格を明確に捉え,か つまた原価主義会計理論の基礎概念たる実現概

念 と齪齢をきたさない ように,そ の理論の枠組内に物h交 換を組入れようとし

ているからである。 これからすれば,ス ター リソグ ・フラバティーが掲げる第

一一の問題は
s形 式的な問題にな りえても本質的な問題にな りうるものではない。

彼らはs結 合交換説の第二の問題 としてsそ れは原価主義会計において金科

玉条的な性格を持つ 〈評価切上げの禁止(pr。hibition・fwrite-ups)〉を冒すfと
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す る4)。 す なわ ち,物 々交 換 に先 立ち,犠 牲 財に つ い て公 正価 値 か ら簿価を差

引いた額の評価切上げを行い,同 時 に そ の額 の利 得(未 実現利得)を 計上 し・ し

か る後 に犠 牲財 の公 正価値に基づいて獲得財の入帳価額が決定され る,と 考 え

る5)。 この問題 は,彼 らが挙 げ る第 一 の問題 と同次元 の問題である◎結合交換

説では,評 価切 上 げ禁 止 のル ール を派 生 させ る実現概念 と抵触 しない ように,

物 々交 換 に販売 交換 を介在 させ てい ることを考慮すれば,か か る問題 もまた 結

合交 換 説 の本質的な問題 とはな りえない,と 考 え られ る。

ス ター リン グ 箒フ ラバテ ィーが指摘す る第三の問題は,結 合交 換 説は 〈仮 定

的取 引の導 入禁止(prohibitionofhypotheticaltransactions)〉 のノレール を 冒 してい

るiと い うことであ る6)。彼 らは 次 の よ うに述 べ てい る。「歴史的原価会計の長

所の一つは,元 帳 の記 入 に あた り 『実 際取 引』を記録 し,仮 定 的取 引を認 め な

い とい う ことであ る…… このル0ル は 現在 価値(currentvalues)を 禁 止 し,歴 史

的 原 価 を保持 す る うaで 極 め て重要 で あ る。 もし も仮 定的取 引が認められる と

すれば,す べ て の資産 を販 売 し,続 い て再購 入す る とい う仮 定 的取引を排除す

るものはな くなる。 これに よって,す ぺ て の資産 は それ らの現在 価値 で記録 し

うる ことになる。支配的なルール(結 合交換説)は 仮 定 的取 引 を認 め るのでsそ

れ は歴 史 的原 価会計 の最 も重 要 なルールを冒すのであ る。」7)これ と ほぼ 同様 な

見解 が 内部交 換説 を採 る井尻に よって も述べ られ てい る。「非貨幣財交換にお

いて利得 または損失を認識し ようとすれば,非 貨幣 財 が 貨幣 に 転 換 した とす

る仮 定的交換(hypotheticalexchange)を 導 入 しな けれ ぽ な らない 。」8)

ス ター リン ク㌧ フ ラバテ ィーが 挙げ るかか る問題は二点に整理できる。その

一つは,物h交 換 の解釈 に 導 入 され た 販売 交換 はあ くまで も解釈上想定 された

架 空の取 引であ りs販 売交 換 な る取 引の 実体 は ない,と い う指摘 で あ る。異 種

資産 交 換 であれ 同種資産交換であれ,あ る非 貨 幣資 産 が異種 のあ るい は同種の

非貨幣資産に置 き換わ るのであって,そ こには 販 売交換 と言 え る よ うな交換は

起 こっていない。いわば,同 一 人 物 の右 の ボ ケ ヅ トか ら左 のポケ ッ トへある資

産が置 き換わったにす ぎず,そ の資産 の実質 は なん ら変 わ らない,と 考 え るの

で あ る。 つ ま り,極 端に 言 えば,あ たか も物 々交 換 が 起 こらな か ったかの よう
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に考えて記録しようとするのである。

しかしながら,ス ター リソグ冨フラバテ ィーの相対的流動性仮説を挙げるま

でもな くs物 々交換には販売交換性を持つ交i換と購買交換性を持つ交換の双方

が存在し,ま た交換の両当事者にとっては,獲 得すべき資産についてそれを手

に入れるに足 る必要性があ り,そ の必要性を充たすためには手元の資産の処分

も厭わない とい う意識が働いているはず である。 これ らの諸点のみならず,

「形式より実質」をも考慮に入れるならぽ,物 々交換について,基 本的に販売

の意図を読み取ることはあながち不合理とは醤えず,む しろ物々交換の販売交

換としての性格を見て取ることの方がその実体に近いsと 考えられる。

さらに,物 々交換は独立の当事者間で行われる市場交換であることを重視す

れぽ,物 々交換の市場交換たる性格を無視して,あ たかも同一人のポケット間

の単なる非貨幣資産の移動と物々交換を見て,そ れを内部交換として解釈する

ことは,逆 にそこに く仮定的取引〉を介在させているように考えられるのであ

る。結合交換説であれ内部交換説であれ,そ れぞれになんらかの仮定的取引を

介在させるのであれば,そ の仮定的取引が実現概念や取得原価概念に斉合し,

原価主義会計理論の枠組内で解釈しうる方が望ましいことは言 うまでもない。

これとの関係から言えばs原 価主義会計理論の枠組内でより良 く成立しうる物

物交換の解釈は結合交換説とい うことになろ う。

スター リソグ霧フラバテ ィーが挙げるもう0つ の論点は,物 々交換について

架空の販売交換の導入が許容され ると,こ れが契機 となって,貸 借対照表上の

非貨幣資産のすぺてについて,同 様の架空の販売交換を想定することによって

現在価値による評価が可能 となってしまう,と い うことである。

独立の当事者間の市場交換 として実際に行われる物々交換 と会計期末に手元

に存在す る非貨幣資産の架空の市場交換の想定 とは,全 く次元の異なる問題で

ある。 このようなもともとレベルの異なる問題を同一次元の問題 として捉えて

しまうことはi非 妥当なまとはずれの推論を行っている ことにな り,「論点相

違の虚偽」9)を冒している,と 言える。アーネットはオピニオン29号 との関係か

らその点を次のように述べている。「ある者は,APBオ ピニオン29号 は現在価
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値会計の方向に進んでいる,と 指摘する。 これは当を得たものではない。現在

価値会計は,企 業がある事象または取引に直接に関係しているかどうかに係わ

りな く,財 務諸表のすべての項 目の修正を必要 とす る。APBオ ピニオン29号

は,企 業が当事者の一人 として係わっている事象および取引のみ),r関心を持っ

ているにすぎない。」10)

以上において,結 合交換説),rYLついての問題点と言われる諸点を,意 識的に内

部交換説に係わらしめて考察してきたが,そ の結果明らかになったことは,そ

のような問題点は結合交換説の本質的な問題とはな り}ず,む しろ結合交換説

の論理を鮮明にさせることになった,と い うことである。そしてさらに,原 価

主義会計理論の枠組内では結合交換説がそれと最 も斉合していることが明らか

になったのである。

貨幣財 ・非貨幣財間の交換に関する会計上の分析を出発点にした このような

物々交換に関する解釈は,さ らに進んで,貨 幣財間の交換(貨 幣資産間の交換お

よび負債間の交換)や 不完全交換の場合にはどのようになって くるのであろうか。

このような問題の考察は今後の課題となろ う。

1)R。bertR.SterlingandRichardE・Flaherty・op・CZt・ ・p.451・(括 弧 ・引 用 者)

Z)Ibid.,p.449.

3)Yujiljiri,"CritiqueoftheAPBFundamentalsStatement,"p.50.;Yujiljiri,

HistoricalCostAccountingandItsRationality,p.13.

4)5)6)RobertR.SterlingandRichardE.Flaherty,op.cit.,p.450.

7)Ibid.,p.450.(括 弧 ・引 用 者)彼 らは,こ の 問題 の ほ か に も う一 つ の 問題,す な

わ ち 〈購 入時 で の 利 得 計 上 の 禁 止 〉 を 提 示 し て い るが,販 売交 換 を 介在 させ る結 合

交 換 説 で は この よ うな 問題 は 無 関 連 で あ る。 このた め に,か か る 問題 に つ い て は こ

こで は 採 りあ げ て い な い 。

8)Yujilji・i,Hist・ricdlC・stAcc・untingandltsRationality,P・13・ 井 尻は この4ま

か に 加 法 性 の 欠 如 を 指 摘 す る(井 尻雄 士r会 計 測 定 の理 論 』,140頁.)。

9)近 藤 洋 逸 ・好 並 英 司r論 理 学 概 論 』(岩 波 書 店1982年),152頁 。

10)HaroldE.Arnett,op.cit.,p.48.
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